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第１ 趣旨 

   福島県農林水産業復興創生事業（以下「復興創生事業」という。）の実施につ

いては、福島県農林水産業復興創生事業実施要綱（平成 29 年３月 31 日付け 28

文第 297 号農林水産事務次官依命通知。以下「実施要綱」という。）及び福島県

農林水産業復興創生事業交付金交付要綱（平成 29 年３月 31 日付け 28 文第 298

号農林水産事務次官依命通知。以下「交付要綱」という。）に定めるもののほか、

この要領に定めるところによるものとする。 

 

第２ 復興創生事業の内容等 

復興創生事業は、次に掲げる事業の実施に必要な経費を助成するものとし、事

業の内容、事業実施主体、採択要件及び交付率等はそれぞれの事業ごとに別記に

定めるとおりとする。 

１ 福島県産米競争力強化支援事業 

別記１のとおりとする。 

２ 福島県産園芸競争力強化支援事業 

別記２－１から２－５のとおりとする。 

３ 福島県産畜産物競争力強化支援事業 

別記３－１から３－３のとおりとする。 

４ 福島県農林水産物ブランド力向上促進技術開発事業 

別記４のとおりとする。 

５ ＧＡＰと有機農業の拡大 

  別記５－１及び５－２のとおりとする。 

６ 農林水産物の検査の推進 

別記６－１及び６－２のとおりとする。 

７ 販路拡大と販売促進 



別記７－１及び７－２のとおりとする。 

 

第３ 事業の実施手続 

１ 事業実施計画の作成及び承認 

（１）福島県は、実施要綱第３の１の（１）の規定に基づき、別記様式第１号によ

り、事業実施計画を作成し、農林水産省大臣官房地方課長、大臣官房総括審議

官（新事業・食品産業）、農産局長、畜産局長及び農林水産技術会議事務局長

（以下「地方課長等」という。）に提出し、その承認を受けるものとする。 

   ただし、事業実施計画の変更（２の重要な変更に限る。）又は中止若しくは

廃止の承認申請については、交付要綱第８の規定に基づく「交付金変更等承認

申請書」の提出をもって、これに代えることができる。 

（２）事業実施主体（福島県を除く。）は、実施要綱第３の１の（２）の規定に基

づき、福島県知事が定めるところにより事業実施計画を作成し、福島県知事に

提出し、その承認を受けるものとする。 

２  事業実施計画の重要な変更 

      実施要綱第３の２の重要な変更は、次に掲げるとおりとし、重要な変更の申請

手続は１の規定を準用するものとする。 

  （１）事業目的の変更 

 （２）事業実施主体の変更 

  （３）交付要綱別表の重要な変更の欄に掲げる変更 

 

第４  事業実施状況の報告 

  １ 事業実施主体（福島県を除く。）は、実施要綱第５の１の規定に基づき、事業

終了後速やかに事業実施計画に準じて事業実施結果に係る報告書を作成し、福島

県知事に提出する。 

 ２ 福島県は、第２に掲げる事業について、別記様式第２号により取りまとめ、地

方課長等に提出する。 

 ３ ２の報告については、事業を実施した年度の翌年度の９月末までに報告するも

のとする。 

   ただし、農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和 31 年農林省令第 18 号）第

６条第１項の規定に基づく実績報告書の提出をもって、これに代えることができ

る。 

 

第５ 事業の評価 

１ 福島県知事は、実施要綱第６の１による点検評価を実施した結果、事業実施計

画に掲げた成果目標の全部又は一部が達成されていない場合には、当該事業実施

主体に対し、必要な改善措置を指導し、改善状況の報告をさせるものとする。 

 ２ 地方課長等は、実施要綱第６の２の点検評価の結果、事業実施計画に掲げた成

果目標の全部又は一部が達成されていない場合には、福島県知事に対して改善措



置を提出させるものとする。 

 ３ 実施要綱第６の１に定める地方課長等への報告は、事業を実施した年度の翌年

度の９月末までに別記様式第２号により行うものとする。ただし、福島県産米競

争力強化支援事業及び福島県産園芸競争力強化支援事業については、事業実施年

度の翌々年度を目標年度とし、目標年度の翌年度の９月末までに別記様式第２号

により行うものとする。 

 

第６ 海外の付加価値税の還付額に係る国費相当額の納付 

   事業実施主体は、事業終了後に手数料等を上回る還付額が見込まれるときは、

付加価値税の還付手続を速やかに行い、手数料等を除いた還付額に係る国費相当

額を国庫に納付するものとする。 

   また、他の事業等と合算して付加価値税の還付手続を行う場合であっても、手

数料等を除いた還付額に係る国費相当額を国庫に納付するものとする。 

 

第７ その他 

１ 本事業における人件費の算定等にあっては、「補助事業等の実施に要する人件

費の算定等の適正化について（平成 22 年９月 27 日付け 22 経第 960 号農林水産

省大臣官房経理課長通知）」に従うものとする。 

２ 本事業において、農業機械を導入する際は、「補助事業等によって導入する農

業機械の選定について」（令和６年９月 24 日付６農産第 2268 号農林水産事務次

官依命通知）の定めるところによるものとする。 

 

附 則 

１ この要領は、平成 29 年４月１日から施行する。 

２ 福島発農産物等戦略的情報発信事業実施要領（平成 25 年５月 16 日付け 25 食産

第 484 号農林水産省食料産業局長通知）は、廃止する。なお、廃止前の同要領に

より平成 28 年度までに実施した事業については、なお従前の例による。 

附 則 

この改正は、平成 30 年４月１日から施行する。 

附 則 

この改正は、平成 31 年４月１日から施行する。 

附 則 

  この改正は、令和２年４月１日から施行する。 

 附 則 

 この改正は、令和３年４月１日から施行する。 

 附 則 

 この改正は、令和４年４月１日から施行する。 

 附 則 

 この改正は、令和５年４月１日から施行する。 



附 則 

 この改正は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正は、令和７年４月１日から施行する。 

 



（別記１） 

 

福島県産米競争力強化支援事業 

 

１ 事業の概要 

本事業は、県オリジナル水稲品種である「福笑い」「天のつぶ」「里山のつぶ」

において、実需が求める品質や供給量等に対応した高品質・良食味の米を安定的に

供給できる産地を育成し、県産米のブランド力向上による風評払拭及び稲作農家の

経営安定化を図るため、次に掲げる取組に要する費用を支援する。 

（１）県オリジナル米産地力強化推進支援 

ア 県全域及び地域段階における県や関係団体等で構成する県オリジナル米の生

産振興と流通・販売の推進に向けた協議会の設置・運営 

イ 高品質・良食味米生産のための研修会の実施 

ウ 高品質・良食味米生産に資する技術対策等の情報共有及び普及指導 

（２）県オリジナル米生産技術力向上支援 

ア 高品質・良食味米生産技術の実証 

県内各地域の特色に応じた高品質・良食味米の生産技術を確立するため、福

島県が設置した実証ほにおいて、リモートセンシングによる生育診断及び土壌

分析等を実施 

イ モデル産地における高品質・良食味米生産に必要な設備・機器等の整備 

（２）のアで実証ほを設置した地域のうち先進的に取り組むモデル産地にお

いて高品質・良食味米生産に必要な機器等を整備 

ウ 高品質・良食味米の生産技術力の向上に必要な取組 

県オリジナル品種「福笑い」の生産技術力の向上等に必要な取組を支援 

 

２ 事業実施主体 

（１）１の（１）の取組に係る事業実施主体は、福島県とする。 

（２）１の（２）のア及びイの取組に係る事業実施主体は、次に掲げる者とする。 

ア 福島県 

イ 農業協同組合、農業者団体（法人を含む）等 

  農業者団体は、県内に住所地を有する農業者３戸以上で構成する組織とする。 

（３）１の（２）のウの取組に係る事業実施主体は、福島県オリジナル米生産販売推

進本部長から認定・登録を受けている研究会とする。 

 

３ 採択要件 

（１）事業実施計画が事業の目的に照らし適切なものであり、かつ、事業を確実に遂

行するために適切なものであること。 

（２）事業実施主体が、事業実施手続及び会計手続を適正に行い得る体制を有してい



ること。 

 

４ 交付対象経費 

（１）１の（１）の取組に係る経費は、県オリジナル米生産・流通・販売推進に向け

た県全域及び地域協議会の設置・運営に要する経費（謝金、旅費、消耗品費、燃

料費、印刷製本費、通信運搬費及び会場借料等）、研修会等の実施に要する経費

（謝金、旅費、消耗品費、燃料費、印刷製本費、通信運搬費、会場借料及び車両

借上料等）とする。 

（２）１の（２）に係る経費は、高品質・良食味米生産技術の実証に要する経費（報

償費、消耗品費、燃料費、通信運搬費及び生育診断・土壌診断等の委託費等）、

モデル産地における高品質・良食味米生産に必要な機器等の整備に要する経費（色

彩選別機、穀粒判定機、品質判定機、ほ場管理システム、水管理システム等及び

福島県知事が高品質・良食味米生産に必要と認めた機器等）、高品質・良食味米

の生産技術力向上の取組に要する経費（消耗品費、印刷製本費及び会場借料等）

とする。 

   ただし、次に掲げるものは、交付対象経費の対象外とする。 

ア 国等の他の助成事業による支援を受け、又は受ける予定となっている取組に

係る経費 

イ 米の生産費補填又は販売価格支持若しくは所得補償に係る経費 

ウ 取組の期間中に発生した事故又は災害の処理のための経費 

エ 事業所の家賃等事業実施主体の経常的な運営経費 

オ その他この取組を実施する上で必要と認められない経費及びこの取組の実施

に要したことを証明できない経費 

 

５ 交付率 

（１）１の（１）の取組に係る交付率は、定額とする。 

（２）１の（２）のアの取組に係る交付率は、定額とする。 

ただし、生育診断・土壌診断等の委託に要する経費は、１実証ほ当たり 600 千

円を上限とする。 

（３）１の（２）のイの取組に係る交付率は、１／２以内とする。 

ただし、１事業主体当たり 3,500 千円を上限とする。 

（４）１の（２）のウの取組に係る交付率は、定額とする。 

ただし、１事業主体当たり 210 千円を上限とする。 

 

６ 事業実施手続 

（１）福島県産米競争力強化支援事業に関する実施要領の作成 

 福島県は取組の実施に当たり、あらかじめ当該取組の趣旨、内容、仕組み、補

助金の交付手続等を定めた事業実施要領を作成し、農産局長に提出し、その承認



を受けるものとする。事業実施要領を変更する場合も同様とする。 

（２）事業実施主体の実施計画の報告 

 福島県は、１の（２）の取組の実施に当たり、事業実施要領に基づき採択した

事業実施計画をとりまとめ、農産局長に報告するものとする。 

 

７ 交付決定前の着手 

 事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて行うものとするが、

当該年度においてやむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要がある場合

には、その理由を具体的に明記した福島県農林水産業復興創生事業交付金交付決定

前着手届（別記様式３号）を、事業実施主体が福島県以外の場合には福島県知事に、

事業実施主体が福島県の場合にあっては農産局長に提出するものとする。 



（別記２－１） 

 

ふくしまのももブランド強化安定生産対策事業 

 

１ 事業の概要 

本事業は、地域のモデル的な共同防除組織等の育成・強化を支援するため、オペ

レーターの確保・育成や雇用を活用した耕種的防除の徹底、さらには地域の合意に

よる計画的な面的防風ネットの設置などを支援するとともに、品種構成を改善する

ため改植等へ支援することで長期出荷体制を構築し、もも産地の復興につなげるた

め、次に掲げる取組に要する費用を支援する。 

（１）ふくしまのもも担い手ステップアップ事業 

 共同防除組織等の活動の強化に必要な人材育成、作業人員の確保、必要資材の

購入などへの支援 

ア 共同防除組織等の担い手確保・育成 

共同防除組織等の新たなオペレーターの確保に係る取組及び新たなオペレー

ターの資質向上に係る取組 

イ 地域ぐるみの春型枝病斑の除去実践 

共同防除組織等の合意に基づき新たな雇用を活用した春型枝病斑の除去等の

防除に係る取組 

ウ 共同薬剤防除の高度化 

広域の薬剤防除の効率化に要する機械・設備の導入に係る取組 

（２）ふくしまのもも産地再生支援対策事業 

ア 防風設備等の導入 

 共同防除組織等の合意に基づき計画的に整備する防風設備等の導入に係る経費 

イ 品種構成の改善 

 「あかつき」中心の品種構成改善を目的に共同防除組織等が実施する改植・新

植及び本事業による改植・新植に伴い発生する未収益期間における栽培管理の

取組 

 

２ 事業実施主体 

事業実施主体は、市町村、農業協同組合、農業者が組織する団体等とする。 

 

３ 採択要件 

１の取組に係る採択要件は、福島県が７の（１）により定める事業実施要領によ

るものとする。 

 

４ 交付対象経費 

（１）１の（１）のアの取組に係る交付対象経費は、新たなオペレーターの確保・育

成に要する備品費、通信運搬費、会場借料、消耗品費、人件費、調査旅費、負担

金及び資料購入費とする。 



（２）１の（１）のイの取組に係る交付対象経費は、雇用を活用した春型枝病斑の除

去に要する人件費とする。 

（３）１の（１）のウの取組に係る交付対象経費は、薬剤防除の効率化に要する備品

費、資材購入費及び機械導入費とする。 

（４）１の（２）の取組に係る交付対象経費は、資材購入費、リース料、燃料費、通

信運搬費、改植・新植費及び未収益期間栽培管理費とする。 

（５）本事業においては、農業用機械施設補助の整理合理化について（昭和 57 年４月

５日付け 57 予第 401 号農林水産事務次官依命通知）の基準を適用しないものとす

る。 

 

５ 交付率 

（１）１の（１）のア、イの取組に係る交付率は、定額（１の（１）のア：1,500 円/

時間、１の（１）のイ：20 千円/10a）とする。 

（２）１の（１）のウの取組に係る交付率は、１／２以内とする。 

（３）１の（２）のアの取組に係る交付率は、５／６以内とする。 

（４）１の（２）のイの取組に係る交付率は、定額（改植・新植：10/10、未収益期間

栽培管理：220 千円/10a）とする。 

 

６ 対象地域 

１の取組の対象地域は福島県とし、その主たる受益地は原則として、農業振興地

域の整備に関する法律（昭和 44 年法律第 58 号）第８条第２項第１号に基づく農業

振興地域の農用地区域及び生産緑地法（昭和 49 年法律第 68 号）第３条第１項に基

づく生産緑地地区とする。 

 

７ 事業実施手続 

（１）ふくしまのももブランド強化安定生産対策事業 

福島県は、１の取組の実施に当たり、あらかじめ、当該取組の趣旨、内容、仕

組み、補助金の交付手続等を定めたふくしまのももブランド強化安定生産対策事

業実施要領（以下「事業実施要領」という。）を作成し、農産局長に提出して、

その承認を受けるものとする。事業実施要領等を変更する場合も同様とする。 

（２）事業実施主体の実施計画の報告 

福島県は、１の取組の実施に当たり、事業実施要領等に基づき採択した事業実施

計画を取りまとめ、農産局長に報告するものとする。 

 

８ 交付決定前の着手 

事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて行うものとするが、

当該年度において、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要がある場

合には、その理由を具体的に明記した福島県農林水産業復興創生事業交付金交付決

定前着手届（別記様式第３号）を、農産局長に提出するものとする。 



（別記２－２） 

 

風評に打ち勝つ園芸産地競争力強化事業 

 

１ 事業の概要 

  本事業は、園芸産地自らが地域の特性を生かし、園芸産地の生産力を一層強化し、

競争力の高い産地を育成するため、次の取組に要する経費を支援する。 

（１）競争力強化県推進事業 

園芸産地の生産力強化や競争力の高い産地を育成するため、県域及び各地方 

で行う研修会や調査分析等の推進活動を支援 

（２）生産対策強化支援事業 

 市場等からの産地信頼回復に向けた取組や風評払拭の取組、創意工夫をこらした

取組（オンリーワンの取組）、新たな挑戦に係る取組を行うため以下の取組を支

援する。 

ア 産地活動支援事業 

作付実証や加工品試作及び求評会の開催、各種分析等に係る経費を支援 

イ 生産体制強化支援事業 

県育成品種の種苗や施設及び付帯設備、設備、機械等の導入に係る経費を支援 

 

２ 事業実施主体 

（１）１の（１)の取組に係る事業実施主体は、福島県とする。 

（２）１の（２）に係る事業実施主体は、市町村、公社、農業協同組合連合会及び農業

協同組合、農業法人、農業者の組織する団体等とする。 

 

３ 採択要件 

（１）１の（１）の取組に係る採択要件は、事業目的に照らし適切なものであり、かつ

事業を確実に遂行するために適切なものであること。 

（２）１の（２）の取組に係る採択要件は、福島県が７の（１）により定める事業

実施要領によるものとする。  

 

４ 交付対象経費 

（１）１の（１）の取組に係る交付対象経費は、会場借料、通信運搬費、借上料、印刷

製本費、資料購入費、原材料費、消耗品費、燃料費、委員旅費、調査旅費、謝金、

役務費（分析・加工費）、手数料とする。 

（２）１の（２）のアの取組に係る交付対象経費は、新たに導入する優良品目・品種

や新たな技術等の導入実証に係る経費、加工品試作及び求評会等の開催に係る

経費、土壌分析等各種分析に係る経費等とし、会場借料、借上費、印刷製本費、Ｉ

ＣＴ機器利用料、原材料費、委員旅費、調査旅費、謝金、委託費、役務費（分析費）、



手数料、印紙代とする。 

（３）１の（２）のイの取組に係る交付対象経費は、県育成品種の種苗購入経費、施

設及び付帯設備、設備の資材購入費、機械等のリース導入経費とする。 

（４）本事業においては、農業用機械施設補助の整理合理化について（昭和 57 年４月５

日付け 57 予第 401 号農林水産事務次官依命通知）の基準を適用しないものとする。  

 

５ 交付率 

（１）１の（１）の取組に係る交付率は定額とする。 

（２）１の（２）のアの取組に係る交付率は、定額とする。 

（３）１の（２）のイの取組に係る交付率は、１／２以内とする。 

 

６ 対象地域 

（１）１の（１）の取組の対象地域は福島県とする。 

（２）１の（２）の取組の対象地域は福島県とし、その主たる受益地は、原則として、

農業振興地域の整備に関する法律(昭和44年法律第58号)第８条第２項第１号に基

づく農業振興地域の農用地区域及び生産緑地法(昭和49年法律第68号)第３条第１

項に基づく生産緑地地区とする。 

 

７ 事業実施手続 

（１）風評に打ち勝つ園芸産地競争力強化事業実施要領の作成 

 福島県は、１の（２）の取組の実施に当たり、あらかじめ、当該取組の趣旨、内

容、仕組み、補助金の交付手続等を定めた風評に打ち勝つ園芸産地競争力強化事業

実施要領(以下「事業実施要領」という。)を作成して農産局長に提出し、その承

認を受けるものとする。事業実施要領を変更する場合も同様とする。 

（２）事業実施主体の実施計画の報告 

 福島県は、１の（１）及び（２）の取組の実施に当たり、事業実施要領に基づき

採択した事業実施計画を取りまとめ、農産局長に報告するものとする。 

 

８ 交付決定前の着手 

  事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて行うものとするが、当該

年度において、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要がある場合には、

その理由を具体的に明記した福島県農林水産業復興創生事業交付金交付決定前着手届

(別記様式第３号)を、事業実施主体が福島県以外の場合にあっては福島県知事に、事業

実施主体が福島県の場合にあっては農産局長に提出するものとする。 



（別記２－３） 

 

県育成オリジナル品種活用産地づくり総合支援事業 

 

１ 事業の概要 

 大果・良食味等の特徴を有するいちごの県育成オリジナル品種（ゆうやけベリ

ー）の品種登録出願（令和４年２月）や商標登録出願（令和４年 12 月）に合わせ、

フィールドベースの実証による栽培管理の可視化とスピード感を持った普及の展

開、ＰＲに一貫して取り組み、農業者の所得向上や福島県産いちごのブランド化

により競争力の高い産地を育成するため、次の取組に要する経費を支援する。 

（１）種苗供給体制整備事業 

 県育成いちご品種（ゆうやけベリー）と連動し、品種登録等と併せた早急な

産地づくりを進めるため、作付に必要な種苗の委託生産・供給を行う。 

（２）産地づくり支援事業 

  ア 推進事業 

    県育成いちご品種（ゆうやけベリー）の普及推進を図る。 

 イ 品種導入支援事業 

     県育成いちご品種（ゆうやけベリー）の作付に要する施設及び付帯設備、

設備、機械等を導入する。 

（３）ブランド確立推進事業  

 県育成いちご品種（ゆうやけベリー）のブランド化を図るため、直売所・量

販店等と連携した販売ＰＲや飲食店、宿泊施設等と連携した料理等の提供、観

光農園等によるＰＲ等を実施する。 

 

２ 事業実施主体 

（１）１の（１）の取組に係る事業実施主体は、福島県とする。 

（２）１の（２）のアの取組に係る事業実施主体は、福島県とする。 

（３）１の（２）のイの取組に係る事業実施主体は、作付農家とする。 

（４）１の（３）の取組に係る事業実施主体は、福島県とする。 

 

３ 採択要件 

（１）１の（１）及び（２）のア、（３）の取組に係る採択要件は、事業目的に照らし 

 適切なものであり、かつ事業を確実に遂行するために適切なものであること。 

（２）１の（２）のイの取組に係る採択要件は、福島県が７の（１）により定める事

業実施要領によるものとする。  
 

４ 交付対象経費 

（１）１の（１）の取組に係る交付対象経費は、人件費、調査旅費、消耗品費、燃料費、

光熱水料費、役務費、通信運搬費及び委託費とする。 

（２）１の（２）のアの取組に係る交付対象経費は、調査旅費、燃料費、印刷製本費及



び会場借料とする。 

（３）１の（２）のイの取組に係る交付対象経費は、県育成いちご品種（ゆうやけベ

リー）の作付に必要な施設及び付帯設備、設備、機械等の導入に要する経費とす

る。 

（４）１の（３）の取組に係る交付対象経費は、委託費とする。 

（５）本事業においては、農業用機械施設補助の整理合理化について（昭和 57 年４月

５日付け 57 予第 401 号農林水産事務次官依命通知）の基準を適用しないものとす

る。 

 

５ 交付率 

（１）１の（１）の取組に係る交付率は、定額とする。 

（２）１の（２）のアの取組に係る交付率は、定額とする。 

（３）１の（２）のイの取組に係る交付率は、２／３以内とする。 

（４）１の（３）の取組に係る交付率は、定額とする。 

 

６ 対象地域 

（１）１の（１）及び（２）のアの取組の対象地域は、福島県とする。 

（２）１の（２）のイの取組の対象地域は、福島県とし、その主たる受益地は、原則と

して、農業振興地域の整備に関する法律(昭和 44 年法律第 58 号)第８条第２項第１

号に基づく農業振興地域の農用地区域及び生産緑地法(昭和49年法律第68号)第３

条第１項に基づく生産緑地地区とする。 
（３）１の（３）の取組の対象地域は、全国とする。 

 

７ 事業実施手続 

（１）実施要領の作成 

 福島県は、１の（２）のイの取組の実施にあたり、あらかじめ、当該事業の目的、

内容、仕組み、補助金の交付手続等を定めた県育成オリジナル品種活用産地づくり

支援事業（うち品種導入支援事業）実施要領(以下「事業実施要領」という。)を作

成して農産局長に提出し、その承認を受けるものとする。事業実施要領を変更す

る場合も同様とする。 

（２）事業実施主体の実施計画の報告 

 福島県は、１の（１）及び（２）、（３）の取組の実施に当たり、事業実施要領

に基づき採択した事業実施計画を取りまとめ、農産局長に報告するものとする。 
 

８ 交付決定前の着手 

事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて行うものとするが、

当該年度において、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要がある場

合には、その理由を具体的に明記した福島県農林水産業復興創生事業交付金交付決

定前着手届（別記様式第３号）を、農産局長に提出するものとする。 



（別記２－４） 

 

地域特産活用産地づくり支援事業 

 

１ 事業の概要 

 地域特産物（おたねにんじん、エゴマ、山菜（栽培）。以下同じ。）について、

種苗安定供給、収穫までの期間短縮技術、大規模生産、販路確保の取組を支援し、

地域特産物の新規栽培者の確保や規模拡大を促進し、風評に負けない揺るぎない産

地を育成するため、次の取組に要する経費を支援する。 

（１）生産振興事業 

ア 整備事業 

 地域特産物の新規作付や規模拡大等に必要な初期生産資材、施設及び付帯

設備、設備、機械等の導入に要する経費を支援する。 

イ 種子確保事業 

（ア）採種促進支援 

  おたねにんじんの県育成品種及び在来品種の採種を行う取組を支援する。 

（イ）種子供給体制整備 

おたねにんじんの県育成品種の原種維持及び採種ほを設置する。 

  ウ 技術向上支援事業 

 地域特産物の新規栽培者の確保、規模拡大、種苗供給体制の整備、生産組

織等の育成を図る。 

    エ 生産技術確立支援 

（ア）おたねにんじん 

「２年もの」おたねにんじんの低コスト、安定生産に向けた技術を確立す

る。 

（イ）エゴマ 

適期刈取に向けた機械化栽培体系を確立する。 

（２）需要拡大・地域連携事業 

ア 産地競争力強化事業 

  地域特産物の販路確保に向けた取組に要する経費を支援する。 

イ 食用需要喚起事業 

食用おたねにんじん「２年もの」等の認知度向上、販路確保に向けた取組を

実施する。 

 

２ 事業実施主体 

（１）１の（１）のアの取組に係る事業実施主体は、市町村、地域農業再生協議会、農

業法人、営農集団、認定農業者等とする。 

（２）１の（１）のイの（ア）の取組に係る事業実施主体は、採種を行う営農集団、認

定農業者等とする。 



（３）１の（１）のイの（イ）、ウ、エ及び（２）のイの取組に係る事業実施主体は、

福島県とする。 

（４）１の（２）のアの取組に係る事業実施主体は、市町村、市町村協議会等とする。 

 

３ 採択要件 

（１）１の（１）のイの（イ）、ウ、エ及び（２）のイの取組に係る採択要件は、事業

目的に照らし適切なものであり、かつ事業を確実に遂行するために適切なものであ

ること。 

（２）１の（１）のア、イの（イ）及び（２）のアの取組に係る採択要件は、福島県が

７の（１）により定める事業実施要領によるものとする。 

 

４ 交付対象経費 

（１）１の（１）のアの取組に係る交付対象経費は、初期生産資材、施設及び付帯設備、

設備、機械等の導入に要する経費とする。 

（２）１の（１）のイの（ア）の取組に係る交付対象経費は、おたねにんじんの採種を

行うほ場に対し、根の減収見合い分と種子販売額の差額等を支援する。 

（３）１の（１）のイの（イ）の取組に係る交付対象経費は、原種維持及び採種ほの設

置に係る人件費、調査旅費、消耗品費、燃料費、光熱水費、役務費、負担金とする。 

（４）１の（１）のウの取組に係る交付対象経費は、技術向上支援に係る謝金、調査旅

費、燃料費、印刷製本費、会場借料とする。 

（５）１の（１）のエの（ア）、（イ）の取組に係る交付対象経費は、生産技術の確立

に係る人件費、調査旅費、消耗品費、燃料費、光熱水費、役務費、負担金とする。 

（６）１の（２）のアの取組に係る交付対象経費は、地域特産物の販路確保に向けた取

組に係る謝金、調査旅費、委員旅費、印刷製本費、原材料費、負担金、会場借料、

借上費、委託費、役務費、雑役務費とする。 

（７）１の（２）のイの取組に係る交付対象経費は、食用おたねにんじんの需要喚起に

係る謝金、委員旅費、燃料費、印刷製本費、原材料費、委託費とする。 

（８）本事業においては、農業用機械施設補助の整理合理化について（昭和 57 年４月

５日付け 57 予第 401 号農林水産事務次官依命通知）の基準を適用しないものとす

る。 

 

５ 交付率 

（１）１の（１）のアの取組に係る交付率は定額及び１／２以内とする。 

（２）１の（１）のイの（ア）の取組に係る交付率は定額（1a あたり 60 千円）とする。 

（３）１の（１）イの（イ）、ウ、エ及び（２）のイの取組に係る交付率は定額とする。 

（４）１の（２）のアの取組に係る交付率は定額とする。 

 

６ 対象地域 

（１）１の（１）のア、イの（ア）の取組の対象地域は福島県とし、その主たる受益



地は、原則として、農業振興地域の整備に関する法律(昭和 44 年法律第 58 号)第８

条第２項第１号に基づく農業振興地域の農用地区域及び生産緑地法(昭和 49 年法

律第 68 号)第３条第１項に基づく生産緑地地区とする。 

（２）１の（１）のイの（イ）、ウ、エの取組の対象地域は福島県とする。 

（３）１の（２）のア、イの取組の対象地域は全国とする。 

 

７ 事業実施手続 

（１）地域特産活用産地づくり支援事業実施要領の作成 

 福島県は、１の（１）のア、イの（ア）及び（２）のアの取組の実施に当たり、

あらかじめ、当該事業の目的、内容、仕組み、補助金の交付手続等を定めた地域特

産活用産地づくり支援事業実施要領(以下「事業実施要領」という。)を作成して農

産局長に提出し、その承認を受けるものとする。事業実施要領を変更する場合も

同様とする。 

（２）事業実施主体の実施計画の報告 

 福島県は、１の（１）及び（２）の取組の実施に当たり、事業実施要領に基づき

採択した事業実施計画を取りまとめ、農産局長に報告するものとする。 
  

８ 交付決定前の着手 

事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて行うものとするが、

当該年度において、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要がある場

合には、その理由を具体的に明記した福島県農林水産業復興創生事業交付金交付決

定前着手届（別記様式第３号）を、農産局長に提出するものとする。 



（別記２－５） 

 

園芸グローバル産地育成強化事業 

 

１ 事業の概要 

本事業は、輸出相手国の残留農薬基準や植物検疫の条件、品質等のニーズに対応

した生産体制整備、さらには、最高の「ふくしまブランド」を輸出相手国に届ける

ための果樹・野菜の品目や輸送方法等に応じた鮮度及び品質維持可能な技術の実証

のため、次の取組に要する経費を支援する。 

（１）グローバル化実践支援事業 

ア 新たな防除技術の実証 

輸出相手国の植物検疫条件に対応するための新たな防除技術等の実証に係る経

費を支援 

イ 輸送技術や鮮度保持技術の実証 

輸出相手国への流通に必要な保鮮流通技術等の実証に係る経費を支援 

（２）ふくしまブランド産地整備事業 

輸出相手国の残留農薬基準や植物検疫条件、品質等のニーズに対応した生産体

制の整備等に係る経費を支援 

 

２ 事業実施主体 

（１）１の（１）のアの取組に係る事業実施主体は、福島県とする。 

（２）１の（１）のイ及び（２）の取組に係る事業実施主体は、市町村、農業協同組

合、農業者が組織する団体等とする。 

 

３ 採択要件 

（１）１の（１）のアの取組に係る採択要件は、事業目的に照らし適切なものであり、

かつ、事業を確実に遂行するために適切なものであること。 

（２）１の（１）のイ及び（２）の取組に係る採択要件は、福島県が７の（１）によ

り定める事業実施要領によるものとする。 

 

４ 交付対象経費 

（１）１の（１）のアの取組に係る交付対象経費は、技術実証に必要な備品費、通信

運搬費、資材購入費、消耗品費、借上料、負担金、謝金、調査旅費、人件費とす

る。 

（２）１の（１）のイの取組に係る交付対象経費は、技術実証に必要な通信運搬費、

資材購入費、消耗品費、借上料、謝金、調査旅費とする。 

（３）１の（２）の取組に係る交付対象経費は、検疫対策等に有効な施設及び付帯設

備（雨除けハウス、パイプハウス等）・設備の資材購入費、機械等（スピードス

プレーヤ等）のリース導入経費とする。また、出荷期間や園地規模の拡大、品質



向上のために必要な施設及び付帯施設（果樹棚、かん水・換気装置、電照資材、

防虫ネット等）・設備の資材購入費、機械等（高所作業台車、暖房機、保冷庫、

スピードスプレーヤ等）のリース導入経費とする。 

（４）本事業においては、農業用機械施設補助の整理合理化について（昭和 57 年４月

５日付け 57 予第 401 号農林水産事務次官依命通知）の基準を適用しないものとす

る。 

 

５ 交付率 

（１）１の（１）の取組に係る交付率は定額とする。 

（２）１の（２）の取組に係る交付率は２／３以内とする。 

 

６ 対象地域 

（１）１の（１）のアの取組の対象地域は福島県とする。 

（２）１の（１）のイ及び（２）の取組の対象地域は福島県とし、その主たる受益地

は原則として、農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年法律第 58 号）第８

条第２項第１号に基づく農業振興地域の農用地区域及び生産緑地法（昭和 49 年法

律第 68 号）第３条第１項に基づく生産緑地地区とする。 

 

７ 事業実施手続 

（１）園芸グローバル産地育成強化事業 

福島県は、１の（１）のイ及び（２）の取組の実施に当たり、あらかじめ、当

該取組の趣旨、内容、仕組、補助金の交付手続等を定めた園芸グローバル産地育

成強化事業実施要領（以下、「事業実施要領」という。）を作成し、農産局長に

提出し、その承認を受けるものとする。事業実施要領を変更する場合も同様とす

る。 

（２）事業実施主体の実施計画の報告 

福島県は、１の（１）及び（２）の取組の実施に当たり、事業実施要領に基づき

採択した事業実施計画を取りまとめ、農産局長に報告するものとする。 

   

８ 交付決定前の着手 

事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて行うものとするが、

当該年度において、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要がある場

合には、その理由を具体的に明記した福島県農林水産業復興創生事業交付金交付決

定前着手届（別記様式第３号）を、農産局長に提出するものとする。 



（別記３－１） 

 

福島県農産物競争力強化事業 

             

１ 事業の概要 

  本事業は、魅力的で新しい販売戦略に対応できる美味しい福島県産牛肉の生産体

制の確立と販売促進を図るため、次の取組に要する経費を支援する。 

（１）ゲノム解析活用による種雄牛造成体制の確立 

「福島牛」のブランド力強化を図るため、オレイン酸等が豊富なプレミアム感の

高い和牛肉を作り出す遺伝的改良能力に優れた種雄牛の造成及び繁殖雌牛群の整

備に向けたゲノム解析、産肉能力の評価分析、ゲノム解析等に基づいた和牛の交

配・選抜等に係る取組を支援する。 

（２）県産和牛流通販売対策の強化 

福島県産日本酒の酒粕を飼料として活用し生産された新たな特色のある福島

県産和牛肉の販売拡大を推進するため、販路開拓に係る取組を支援する。 

 

２ 事業実施主体 

  事業実施主体は、福島県とする。 

 

３ 採択要件 

（１）各取組の実施計画が事業の目的に照らし適切なものであり、かつ、事業を確実

に遂行するため適切なものであること。 

（２）業務の委託先が、事業実施手続及び会計手続を適正に行い得る体制を有してい

ること。 

 

４ 事業の委託 

（１）１の（１）の取組については、その業務の一部を必要に応じて公益法人、独立

行政法人等に委託して実施することができるものとする。なお、委託を行うに当

たっては、ゲノム解析、ゲノム解析等に基づいた和牛の交配・選抜等根幹をなす

業務の委託は認めないものとする。また、ゲノム解析やその評価に係るリファレ

ンス集団の確保については、独立行政法人家畜改良センターと連携、協力して取

り組むものとする。 

（２）１の（２）の取組については、その業務の一部を必要に応じて福島県、畜産関

係公益法人、農業協同組合、食肉流通業者等から構成される協議会（以下「協議

会」という。）、民間企業等に委託して実施することができるものとする。なお、

販売拡大に向けた方策の検討等根幹をなす業務の委託は認めないものとする。 

（３）福島県は、他機関に委託する必要性及び委託先との役割分担を十分に検討した

上で委託する業務を決定するとともに、有識者による審査や競争入札等透明性を

確保した方法により委託先を選定するものとする。    



（４）業務委託を行うに当たっては、委託する業務の内容、委託理由、委託先、委託

先の選定方法及び委託額を事業実施計画に明記するものとする。 

 

５ 交付対象経費 

（１）１の（１）の取組に係る交付対象経費は、ゲノム解析に必要な経費（ゲノム解

析費、物品購入費、分析機器保守点検料、調査旅費等）、ゲノム解析結果の取り

まとめに必要な経費（データ集計賃金、報告書印刷費等）、ゲノム解析等に基づ

いた和牛の交配・選抜に要する経費（事業推進会議開催費、指導謝金、旅費、役

務費等）とし、当該取組の対象として明確に区分できるもので、かつ証拠書類に

よって金額等が確認できるものとする。 

（２）１の（２）の取組に係る交付対象経費は、新たな特色のある県産和牛肉の販路

開拓に要する経費（販売員手当、試食費、広告費、イベント開催費、視察用車両

借上料、実需者招聘費等）及び事務費（役務費、印刷費、通信運搬費、消耗品費

等）とし、当該取組の対象として明確に区分できるもので、かつ証拠書類によっ

て金額等が確認できるものとする。 

 

６ 交付率 

  本事業の交付率は定額とする。 

  

７ 交付決定前の着手 

  事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて行うものとするが、

当該年度において、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要がある場

合には、その理由を具体的に明記した福島県農林水産業復興創生事業交付金交付決

定前着手届（別記様式第３号）を畜産局長に提出するものとする。 



（別記３－２）   

 

肥育経営基盤強化型素牛導入事業 

 

１ 事業の概要 

本事業は、福島県内の和牛肥育農家が県内の子牛セリ市場から優良肥育素牛を導入

し、福島県が行う肥育データ等の収集分析への協力を行うとともにフィードバックさ

れる分析結果を活用することにより、福島県産牛の更なる高品質化及び和牛肥育農家

の経営体質強化を図る取組を支援する。 

 

２ 事業実施主体 

本事業の事業実施主体は、農業者の組織する団体及び公益社団法人等とする。 

 

３ 採択要件 

（１）事業実施主体が作成する事業実施計画が、本事業の目的に照らし適切なものであ

り、かつ、本事業を確実に遂行するために適切なものであること。 

（２）事業実施主体が、事業実施手続及び会計手続を適正に行い得る体制を有している

こと。 

 

４ 交付対象経費 

  １の取組に係る交付対象経費は、福島県が別に定める「モデル牛」又は「優良牛」 

の定義を満たす肥育素牛を導入した者に対し、福島県が別に定める飼養管理メニュー 

を実施し、高品質な肉用牛生産に向けたデータ収集・分析及びフィードバックされる 

分析結果の活用を促すための奨励金とする。 

 

５ 交付率 

  本事業の交付率は定額とし、次に掲げるとおりとする。 

（１）４の「モデル牛」に該当する肥育素牛を導入した場合は 100,000 円/頭以内 

（２）４の「優良牛」に該当する肥育素牛を導入した場合は 70,000 円/頭以内 

 

６ 事業実施手続 

（１）肥育経営基盤強化型素牛導入事業に関する事業実施要領の作成 

  福島県は１の取組の実施に当たり、あらかじめ、当該取組の趣旨、内容、仕組み、

補助金の交付手続等を定めた肥育経営基盤強化型素牛導入事業に関する実施要領（以

下「事業実施要領」という。）を作成し、畜産局長に提出し、その承認を受けるもの

とする。事業実施要領を変更する場合も同様とする。 

（２）事業実施主体の実施計画の報告 

  福島県は、１の取組の実施に当たり、事業実施要領に基づき採択した事業実施計画

を取りまとめ、畜産局長に報告するものとする。 

 

７ 交付決定前の着手 

  事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて行うものとするが、当



該年度において、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要がある場合に

は、その理由を具体的に明記した福島県農林水産業復興創生事業交付金交付決定前着

手届（別記様式第３号）を福島県知事に提出するものとする。 

 



（別記３－３） 

 

福島県生乳生産基盤緊急強化対策事業 

 

１ 事業の概要 

  本事業は、福島県における生乳生産基盤の強化を強力に推進するため、生乳生産

者団体等による、その構成員が乳用雌牛の増頭又は能力向上を実施し、生乳生産量

の増加を図るための次の取組に必要な経費を支援する。 

（１）福島県生乳生産基盤の強化 

ア 福島県生乳生産基盤強化計画の策定 

事業実施主体が行う、福島県の生乳生産を支える中核農家の構成員が国産飼

料の給与割合を増加しつつ、乳用雌牛の増頭又は能力向上により、生乳生産基

盤の強化を図るための計画及び目標の策定 

イ 乳用牛増頭奨励金 

事業実施主体が行う、その構成員が生乳生産基盤強化計画に基づく乳用初妊

牛の外部導入により、生乳生産基盤の強化の目標を達成するために乳用雌牛を

増頭する場合における当該増頭分への奨励金の交付 

ウ 乳用牛改良基盤の再構築支援 

事業実施主体が行う、福島県の乳用牛改良基盤の再構築に向け、高能力牛へ

の転換を図る以下の取組を支援 

（ア）性選別精液等を用いて生産された性選別受精卵の導入 

（イ）受精卵の生産に必要な性選別精液の導入 

（ウ）生後月齢 12 ヵ月までの牛を対象とした遺伝的能力の評価 

（２）事業推進 

事業実施主体が行う、事業を円滑に推進するための取組 

ア 乳用牛増頭奨励金に係る推進事務費 

イ 乳用牛改良基盤の再構築支援に係る推進事務費 

  

２ 事業実施主体 

１の取組の事業実施主体となる生乳生産者団体等は、福島県知事が定める団体等

とする。 

 

３ 採択要件 

１の取組に係る採択要件は、次に掲げるとおりとする。 

（１）事業実施計画が事業の趣旨に照らして適切なものであり、かつ事業を確実に遂

行するために適切であるものであること。 

（２）福島県が７の（１）により定める事業実施要領に定める要件を満たしているこ

と。 

 



４ 交付対象経費 

（１）本事業の交付対象経費は別表１及び２の経費のうち本事業に直接必要なもので

あって、本事業の対象として明確に区別できるもので、かつ証拠書類によって金

額等が確認できるものとする。 

   なお、その経理に当たっては、別表１及び２の費目ごとに整理するとともに、

他の事業等の会計と区分して経理を行うものとする。 

（２）補助の対象にならない経費 

   事業の実施に必要な経費であっても、次の経費は対象経費とならない。 

  ア 国の他の助成事業で支援を受け、又は受ける予定となっている取組の経費 

  イ 事業終了後も利用可能な汎用性の高い備品の購入経費 

  ウ その他当該事業の実施に直接関係のない経費 

 

５ 交付率 

  本事業における交付率は別表１に掲げるとおりとする。 

 

６ 事業要件等 

（１）対象農家 

本事業の奨励金の交付対象となる酪農家は、成畜(24 か月齢以上)雌牛頭数 120

頭未満の農家とし、交付対象となる乳用雌牛の頭数は１経営体当たり 60 頭を上

限とする。 

（２）対象牛 

本事業の奨励金の対象となる牛は、福島県が定める方法により外部から導入さ

れた乳用初妊牛とする。 

ただし、国又は独立行政法人農畜産業振興機構から乳用初妊牛の導入係る補助

金の交付を受けた牛は対象外とする。 

（３）性選別受精卵 

本事業の対象となる性選別受精卵は、ア並びにイ又はウ及びエ又はオの要件を

満たすものとする。 

ア 購入年度内に受精卵移植が行われ、当該受精卵に係る受精卵移植証明書が発

行されていること。 

イ 国内雌牛の総合指数のパーセント順位が上位 10％以内になったことがある

乳用雌牛から生産されたものであること。 

ウ イに掲げる牛と同等の能力を有すると認められる遺伝的能力評価値が公表

されている海外の乳用雌牛から生産されたものであること。 

エ 国内種雄牛の総合指数上位 40 位以内に相当する遺伝的能力を有したことが

ある種雄牛の精液を用いて生産されたものであること。 

オ エに掲げる牛と同等の遺伝的能力を有した海外の種雄牛の精液を用いて生

産されたものであること。 

 



（４）性選別精液 

本事業の対象となる性選別精液は、以下のア及びイの要件を満たすものとす

る。 

ア 国内種雄牛の総合指数上位 40 位以内に相当する遺伝的能力を有したことが

ある種雄牛から生産された精液であること。 

イ 本事業の交付対象となる性選別精液は、購入年度内に採卵の用に供され、当

該性選別精液を用いて生産された受精卵に係る受精卵証明書が発行されている

こと。 

ただし、当該性選別精液を用いても移植に利用できる受精卵が生産できなかっ

た場合は、人工授精証明書及び採卵記録等により、その旨を確認できる場合に限

り対象とすることができる。 

（５）遺伝的能力の評価 

本事業の遺伝的能力評価の対象となる牛は、生後 12 ヵ月までの雌牛とする。 

ただし、国又は独立行政法人農畜産振業興機構から遺伝的能力評価に係る補助

金の交付を受けた牛は対象外とする。 

（６）成果目標 

本事業のうち、１の（１）のイに取り組む者及び１の（１）のウに取り組む生

乳生産者団体等は、事業実施翌年度の生乳生産量を事業実施前年度と比べて 10

％以上増加させる目標を立てるものとする。 

併せて、国産飼料の給与割合を増加するため、１の（１）のイに取り組む者は

事業実施年度の翌年度の成畜（24 か月齢以上）雌牛 1 頭当たりの輸入粗飼料購入

量を 2,500kg 以下とする目標を立てるものとする。ただし、事業実施前年度の輸

入粗飼料購入量が成畜雌牛 1 頭当たり 2,500kg 以下である場合はそれ以下とす

る。 

 

７ 事業実施手続 

（１）事業実施要領の策定 

福島県は１の取組の実施に当たり、あらかじめ、当該取組の趣旨、内容、仕組

み、６に定める事業要件等及び補助金の交付手続等を定めた福島県生乳生産基盤

緊急強化対策事業実施要領（以下「事業実施要領」という。）を作成し、畜産局

長に提出し、その承認を受けるものとする。事業実施要領を変更する場合も同様

とする。 

（２）事業実施主体の実施計画の報告 

福島県は１の取組の実施に当たり、事業実施要領に基づき採択した事業実施計

画を取りまとめ、畜産局長に報告するものとする。 

 

８ 交付決定前の着手 

事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知をうけて行うものとするが、

当該年度において、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要がある場



合には、その理由を具体的に明記した福島県農林水産業復興創生事業交付金交付決

定前着手届（別記様式第３号）を畜産局長に提出するものとする。 

 

別表１（１、４及び５関係） 

 

補助対象経費 補助率 

１ 福島県生乳生産基盤の強化 

（１）福島県生乳生産基盤強化計画の策定 

事業実施主体が行う、福島県の生乳生産を支える

中核農家の構成員が乳用雌牛の増頭又は能力向上に

より、生乳生産基盤の強化を図るための計画及び目

標の策定 

 

（２）乳用牛増頭奨励金 

事業実施主体が行う、その構成員が生乳生産基盤

強化計画に基づく乳用初妊牛の外部導入により、生

乳生産基盤の強化の目標を達成するために乳用雌牛

を増頭する場合における当該増頭分への奨励金の交

付 

 

（３）乳用牛改良基盤の再構築支援 

事業実施主体が行う、福島県の乳用牛改良基盤の

再構築に向け、高能力牛への転換を図る取組を支援 

ア 性選別受精卵の導入 

性選別精液等を用いて生産された性選別受精卵

の導入に必要な経費 

イ 性選別精液（受精卵生産用）の導入 

受精卵の生産に必要な性選別精液の導入に必要

な経費 

ウ 遺伝的能力の評価 

生後月齢 12 ヵ月までの牛を対象とした遺伝的能

力の評価に必要な経費 

 

２ 事業推進 

事業実施主体が行う、事業を円滑に推進するための

取組に必要な経費 

（１）乳用牛増頭奨励金に係る推進事務費 

（２）乳用牛改良基盤の再構築支援に係る推進事務費 

 

定額 

 

 

 

 

 

定額 

27.5 万円/頭以内 

ただし、購入価格が

27.5 万円/頭以下の乳

用牛については、購入

価格を上限とする 

 

 

 

 

１／２以内（ただし、

130 千円／個を上限と

する） 

１／２以内（ただし、

９千円／本を上限と

する） 

１／２以内（ただし、

５千円／頭を上限と

する） 

 

 

 

 

定額 

定額 



別表２（４関係） 

補助対象経費 

事業に要する経費は、次の費目ごとに整理することとする。 

 

費目 細目 内容 備考 

事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奨励金 

 

 

事業実施主体の構成員が乳

用雌牛を増頭した場合、当該

増頭分に対する奨励金 

 

 

 

通信運搬費 

 

 

事業を実施するために直接

必要な郵便代、運送代及びデ

ータ通信の経費 

・切手は物品受払簿

で管理すること 

 

性選別精液及び性

選別受精卵導入費 

性選別精液及び性選別受精

卵の購入費 

 

 

サンプル検査費 

 

 

本事業を実施するために直

接必要なサンプルの検査に

必要な経費 

 

 

 

借上費 

 

 

事業を実施するために直接

必要な実験機器、実務機器等

の借上経費 

 

 

 

印刷製本費 

 

事業を実施するために直接

必要な資料等の印刷に係る

経費 

 

 

 

原材料費 

 

 

 

 

 

事業を実施するために直接

必要な材料の経費 

 

 

 

 

・原材料は物品受払

簿で管理すること 

・技術実証主体が試

作品の開発や施設を

改修する場合の費用

も含む 

消耗品費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業を実施するために直接

必要な以下の経費 

・短期間（補助事業実施期間

内）又は一度の使用によって

消費され、その効用を失う少

額な物品の経費 

・CD-ROM 等の少額な記録媒

体 

・試験等に用いる少額な器具

等 

・消耗品は物品受払

簿で管理すること 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

光熱水費 

 

 

 

事業を実施するために直接

必要な電気、ガス、水道料金

の経費（ただし、基本料金は

除く。） 

 

 

 

 

データ収集・処理・

分析費 

 

事業を実施するために直接

必要なデータの収集・処理・

分析に必要な人件費 

 

 

 

会場借料 

 

 

 

事業を実施するために直接

必要な会議等を開催する場

合の会場費として支払われ

る経費 

 

 

 

 

備品費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業を実施するために直接

必要な試験・調査備品の経費

（ただし、リース・レンタル

を行うことが困難な場合に

限る） 

 

 

 

 

・取得単価が 50 万円

以上の機器及び器具

については、見積書

（原則３社以上、該

当する設備備品を１

社又は２社のみが扱

っている場合を除

く）やカタログ等を

添付すること 

旅費 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査員旅費 

 

 

 

事業を実施するために直接

必要な資料収集、各種調査、

打合せ、成果発表等の実施に

必要な経費 

 

 

 

 

委員旅費 

 

 

 

 

事業を実施するために直接

必要な会議の出席又は技術

指導等を行うための旅費と

して、依頼した専門家に支払

う経費 

 

 

 

 

 

謝金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業を実施するために直接

必要な資料整理、補助、専門

的知識の提供、資料の収集等

について協力を得た人に対

する謝礼に必要な経費 

 

・謝金の単価の設定

根拠となる資料を添

付すること 

・事業実施主体に従

事する者に対する謝

金は認めない     
賃金 

 

 

 

 

 

事業を実施するために直接

必要な業務を目的として本

事業を実施する民間団体等

・雇用通知書等によ

り本事業にて雇用し

たことを明らかにす



 

 

 

 

 

 

 

 

が雇用した者に対して支払

う実働に応じた対価（日給又

は時間給）の経費 

 

ること 

・補助事業従事者別

の出勤簿及び作業日

誌を整備すること     
委託費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本事業の交付目的たる事業

の一部分（例えば、事業の成

果の一部を構成する調査の

実施、取りまとめ等）を他の

者に委託するために必要な

経費 

 

 

 

 

 

 

 

・委託を行うに当た

っては、第三者に委

託することが必要か

つ合理的・効果的な

業務に限り実施でき

るものとする 

・補助金の額の 50％

未満とすること 

・事業そのもの、又

は、事業の根幹を成

す実務の委託は認め

ない 

 

役務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業を実施するために直接

必要かつ、それだけでは本事

業の成果とは成り立たない

分析、試験、加工等を専ら行

う経費 

 

 

 

 

 

雑役務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

手数料 

 

事業を実施するために直接

必要な謝金等の振込手数料 

 

 

印紙代 

 

 

事業を実施するために直接

必要な委託の契約書に貼付

けする印紙の経費 

 

 

 

社会保険料 

 

 

 

事業を実施するために直接

新たに雇用した者に支払う

社会保険料の事業主負担分

の経費 

 

 

 

 

通勤費 

 

 

事業を実施するために直接

新たに雇用した者に支払う

通勤の経費 

 

 

 

 



（別記４） 

 

福島県農林水産物ブランド力向上促進技術開発事業 

 

１ 事業の概要   

  本事業は、福島県産オリジナル品種の販売促進のために必要な生産・加工技術の

開発等に向けた次に掲げる取組に要する経費を支援する。 

（１）競争力強化に向けた福島県オリジナル品種開発導入事業 

県オリジナル新品種を開発するための研究を実施する。 

（２）旨み成分及び官能評価活用の和牛総合指数評価技術開発事業 

福島県産和牛の総合評価技術を開発するための研究を実施する。 

（３）「ふくしまの宝」を活用したブランド力強化に向けた農産物の流通・加工技術

の開発事業 

福島県産の農産物について、流通・加工に関する新技術を開発するための研究

を実施する。 

 

２ 事業実施主体 

（１）１の（１）及び（３）の取組に係る事業実施主体は、福島県とする。 

（２）１の（２）の取組に係る事業実施主体は、福島県、大学、民間企業等で構成さ

れるコンソーシアムとする。 

 

３ 交付対象経費 

本事業に係る交付対象経費は、取組に直接要する別紙１に掲げる経費であって、

当該取組の対象として明確に区分できるもので、かつ、証拠書類によって金額等が

確認できるものとする。 

なお、次の経費は、国の交付対象とはしない。 

（１）国等の他の助成事業による支援を受け、又は受ける予定となっている取組に係

る経費 

（２）取組の期間中に発生した事故又は災害の処理のための経費 

（３）事業所の家賃等事業実施主体の経常的な運営経費 

（４）その他これらの取組を実施する上で必要と認められない経費及びこれらの取組

の実施に要したことを証明できない経費 

 

４ 交付率 

  本事業の交付率は定額とする。 

 

５ 対象地域 

  福島県とする。 



６ 事業実施手続  

（１）福島県農林水産物ブランド力向上促進技術開発事業に関する実施要領の作成 

 福島県は、１の（２）の取組の実施に当たり、あらかじめ、当該取組の趣旨、

内容、仕組み、補助金の交付手続等を定めた福島県農林水産物ブランド力向上促

進技術開発事業に関する実施要領（以下「事業実施要領」という。）を作成し、

農林水産技術会議事務局長に提出し、その承認を受けるものとする。事業実施要

領を変更する場合も同様とする。 

（２）事業実施主体の実施計画の報告 

 福島県は、１の（２）の取組の実施に当たり、事業実施要領に基づき提出され

た事業実施計画を取りまとめ、農林水産技術会議事務局長に報告するものとする。 

 

７ 交付決定前の着手 

事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて行うものとするが、

当該年度において、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要がある場

合には、その理由を具体的に明記した福島県農林水産業復興創生事業交付金交付決

定前着手届（別記様式第３号）を農林水産技術会議事務局長に提出するものとする。 



別紙１（別記４関係） 
 
福島県農林水産物ブランド力向上促進技術開発事業の取組に係る対象経費 

費目 細目 内容 注意点 
人件費 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究員等（ポストドクターを
含む）の人件費 
（ただし、（２）の事業に限る。
また、国又は地方公共団体から
の交付金等で常勤職員の人件費
を負担している法人（地方公共
団体を含む）については、常勤
職員の人件費は計上できない） 

・計上に当たっては、研究員の勤務
時間のうち本事業が占める割合
（研究専従比率）を人件費単価に
乗じた額とする 

・人件費単価の考え方は「補助事業
等の実施に要する人件費の算定等
の適正化について」（平成 22 年９
月 27 日 22 経第 960 号大臣官房経
理課長通知）に従うものとする 

謝金 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な資料整理、補助、専門的
知識の提供、資料の収集等につ
いて協力を得た人に対する謝礼
に必要な経費 

・謝金の単価の設定根拠となる資料
を添付すること 

・事業実施主体の代表者及び事業実
施主体に従事する者に対する謝金
は認めない 

旅費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

委員旅費 
 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な会議への出席又は技術指
導等を行うための旅費として、
依頼した専門家に支払う経費 

 
 
 
 

調査旅費 
 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な専門員が行う資料収集、
各種調査、打合せ、成果発表等
にかかる経費 

 
 
 
 

費用弁償 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

会計年度任用職員（パートタイ
ム）に対して地方公共団体が支
払う通勤に係る費用 
 
 
 
 
 
 
 

・改正法による改正後の地方公務員
法第二十二条の二第一項第一号に
規定する会計年度任用職員を対象
とする 

・本事業に係る業務指示を受けた会
計年度任用職員の氏名 

・所属等について、各事業実施計画
に明記すること 

・費用弁償の単価の設定根拠となる
資料を添付すること 

機械、設備、
備品費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な試験・調査備品の経費（た
だし、リース・レンタルを行う
ことが困難な場合に限る） 
 また、（２）の事業に参画す
る民間企業等から調達する場合
には、利益排除による原価での
取得とするものとする 
 
 
 
 
 
 
 

・原型のまま比較的長期に反復使用
できるもので、取得価格が５万円
以上のもの 

・取得単価が 50 万円以上の機器及び
器具については、見積書（原則３
社以上、該当する設備備品を１社
しか扱っていない場合は除く）や
カタログ等を添付すること 

・耐用年数が経過するまでは、事業
実施主体による善良なる管理者の
注意義務をもって当該備品を管理
する体制が整っていること 

・当該備品を別の者に使用させる場
合は、使用・管理についての契約
を交わすこと 

事業費 
 
 
 
 
 

会場借料 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な会議等を開催する場合の
会場費として支払われる経費 

 
 
 

通信運搬費 
      
 

 本事業を実施するために直接
必要な郵便代、運送代として支
払われる経費 

・切手は物品受払簿で管理すること 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

借上費 
 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な実験機器、事務機器、ほ
場、契約を伴う車両等の借上げ
経費 

 
 
 
 

印刷製本費 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な資料等の印刷費として支
払われる経費 

 
 
 

資料購入費  
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な図書及び参考文献にかか
る経費 

・新聞、定期刊行物等、広く一般に
定期購読されているものは除く 

原材料費 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な試作品の開発や試験等に
必要な原材料にかかる経費 

・原材料は物品受払簿で管理するこ
と 

 
消耗品費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な次の物品にかかる経費 
・短時間（事業実施期間内）又

は一度の使用によって消費さ
れ、その効用を失う少額（５
万円未満）な物品の経費 

・CD-ROM 等の少額（５万円未満）
な記録媒体 

・試験等に用いる少額（５万円
未満）な器具等 

・消耗品は物品受払簿で管理するこ
と 

 
 
 
 
 
 
 
 

光熱水料、燃料
費  
 

 本事業を実施するために直接
必要な施設の電気、ガス及び水
道料等 

 
 
 

賃金 
 
 

 研究開発に従事する研究補助
者等の賃金（ただし、（２）の
事業に限る） 

 
 
 

給料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 会計年度任用職員（フルタイ
ム）に対して地方公共団体が支
払う給与 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・改正法による改正後の地方公務員
法第二十二条の二第一項第二号に
規定する会計年度任用職員を対象
とする 

・給与については、「補助事業等の
実施に要する人件費の算定等の適
正化について（平成 22 年９月 27
日付け22経第960号農林水産省大
臣官房経理課長通知）」に定める
ところにより取り扱うものとする 

・給与の単価の設定根拠となる資料
を添付すること 

・本事業に係る業務指示を受けた会
計年度任用職員の氏名・所属等に
ついて、各事業実施計画に明記す
ること 

・実働に応じた対価以外の有給休暇
や各種手当は認めない     

報酬 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 会計年度任用職員（パートタ
イム）に対して地方公共団体が
支払う報酬 
 
 
 
 
 
 
 

・改正法による改正後の地方公務員
法第二十二条の二第一項第一号に
規定する会計年度任用職員を対象
とする 

・報酬については、「補助事業等の
実施に要する人件費の算定等の適
正化について（平成 22 年９月 27
日付け22経第960号農林水産省大
臣官房経理課長通知）」に定める
ところにより取り扱うものとする 



 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

・報酬の単価の設定根拠となる資料
を添付すること 

・本事業に係る業務指示を受けた会
計年度任用職員の氏名・所属等に
ついて、各事業実施計画に明記す
ること 

・実働に応じた対価以外の有給休暇
や各種手当は認めない     

職員手当 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 会計年度任用職員（フルタイ
ム）に対して地方公共団体が支
払う時間外勤務手当、宿日直手
当、休日勤務手当、夜間勤務手
当、通勤手当、期末手当、特殊
勤務手当、地域手当、初任給調
整手当、へき地手当 
 会計年度任用職員（パートタ
イム）に対して地方公共団体が
支払う期末手当 
 
 

・改正法による改正後の地方公務員
法第二十二条の二第一項第一号及
び第二号に規定する会計年度任用
職員を対象とする 

・職員手当等の単価の設定根拠とな
る資料を添付すること 

・本事業に係る業務指示を受けた会
計年度任用職員の氏名・所属等に
ついて、各事業実施計画に明記す
ること 

・実働に応じた対価以外の有給休暇
や各種手当は認めない 

 委託費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本事業の交付目的たる事業の
一部分（例えば、事業の成果の
一部を構成する調査の実施、イ
ベント企画運営、分析、取りま
とめ等）を他の者（応募団体が
民間企業の場合、自社を含む）
に委託するために必要な経費 
 
 
 

・委託を行うに当たっては、第三者
に委託することが必要かつ合理的
・効果的な業務に限り委託できる
ものとする 

・交付金の額の 50％未満とすること 
・事業そのもの又は事業の根幹を成

す業務の委託は認めない 
・民間企業内部で社内発注を行う場

合は、利潤を除外した実費弁済の
経費に限る 

 役務費 
 
 
 
 
 

試験・分析費 
 
 
 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要であり、かつ、それだけで
は本事業の成果とは成り立たな
い分析、試験、加工等を行う経
費。事業実施に必要な機器類の
点検費 

 
 
 
 
 
 

雑役務費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

手数料    
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な謝金等の振込手数料。学
会参加費 

 
 
 

印紙代 
 
 

本事業を実施するために直接必
要な委託の契約書に貼付する印
紙の経費 

 
 
 

社会保険料 
 
 

 事業を実施するために直接新
たに雇用した者に係る社会保険
料の事業主負担分にかかる経費 

 
 
 

通勤費 
 
 

 事業を実施するために直接新
たに雇用した者に支払う通勤に
かかる経費 

・通勤費支払の根拠となる規程（又
は準ずる規程）及び経路図を添付
すること 

（注）上記の経費であっても次の場合にあっては認めないものとする。 
・本事業で得られた試作品や成果物を有償で配布した場合。 
・事業実施主体で具備すべき備品・物品等の購入及びリース・レンタルの場合。 



（別記５－１） 

第三者認証ＧＡＰ等取得促進事業 

 

１ 事業の概要 

 本事業は、農業者等によるＧＬＯＢＡＬＧ．Ａ．Ｐ．、ＡＳＩＡＧＡＰ、ＪＧＡＰ

等の第三者認証ＧＡＰの認証（以下「ＧＡＰ認証」という。）取得の推進及び産地の

作物生産におけるＧＡＰの実践状況等の内容を消費者・実需者等が確認できるシステ

ム（以下「ＧＡＰの見える化システム」という。）の構築のため、次に掲げる取組に

要する費用を支援する。 

（１）ＧＡＰ認証取得等の取組支援 

ア ＧＡＰ認証の新規取得又は継続 

農林産物のＧＡＰ認証の新規取得又は継続（以下「取得」という。）に必要な

審査受審 

イ ＧＡＰ認証の取得に係る研修の受講 

ＧＡＰ認証の取得を目指し、生産工程の適切な管理を実施するための研修の受

講 

ウ ＩＣＴを活用した情報システムの利用 

 ＧＡＰ認証の取得に向けた、ＩＣＴを活用した作業工程管理等の高度化を図る

システムの導入 

エ 調査・分析の実施 

 ＧＡＰ認証の取得に当たり必要な残留農薬、土壌及び水質の調査・分析 

オ 認証に対応する施設の改修及び改修に必要な資材の導入 

     集出荷・調製施設等をＧＡＰ認証の取得に対応させるために必要な資材の導入

及び改修 

   カ 団体認証取得産地への支援 

産地事務局への指導、産地の指導員等の養成等、団体認証を取得する生産者の

増加に向けた取組を実施する。 

キ その他必要な取組 

 アからカまで以外の取組であって、福島県知事が、農産局長と協議の上、事

業の目的を達成するために必要と認める取組を実施する。 

（２）ＧＡＰ認証取得等の支援体制整備 

ア 検討会等の開催 

ＧＡＰ認証を取得する生産者の増加や取組の質の向上等を図るため、その推進

体制や普及方策等に関する検討会及び研修会を実施する。 

イ 指導員・審査員の育成 

 ＧＡＰ認証の普及に向け、指導員（生産者に対してＧＡＰに係る指導を行う者

をいう。）や審査員（ＧＡＰ認証の基準に照らし、産地が実践するＧＡＰの内容

を審査する者をいう。）を育成するため、県の普及指導員等を対象に、ＧＡＰ認

証の運営主体、コンサルタント等の講師を招聘して研修会を開催するほか、関係

する研修会に県の普及指導員等を派遣する等の取組を実施する。 

ウ 基準書、マニュアル等の作成 

 ＧＡＰ認証の取得拡大に向け、必要な基準書や実施要領等を作成する。また、



生産者等向けの取組マニュアル等を作成する。 

エ 農場審査の実施等 

 生産者の取組の質の向上等を図り、農林産物の安全対策等の実践を確認する体

制を確立するため、産地において、指導員によるＧＡＰに係る推進指導や、審査

員による実践内容の現地審査及び確認等を実施する。 

オ 農業教育施設におけるＧＡＰ認証の取得促進 

 農業高校及び農業短期大学校等の農業教育機関において、ＧＡＰ認証の取得に

向けた研修会の開催、コンサルタント等の招聘、指導員の育成及び認証取得に必

要な資材の導入及び施設の改修並びにＧＡＰ認証の普及に向けた啓発資材の作

成等の取組を実施する。 

カ その他必要な取組 

 アからオまで以外の取組であって、福島県知事が、農産局長と協議の上、事

業の目的を達成するために必要と認める取組を実施する。 

（３）ＧＡＰの見える化システムの構築 

ア 検討会の開催 

ＧＡＰの見える化システムの構築にあたって必要となるコンテンツ等の内容

を検討、整理するため、外部有識者等を含む検討会を実施する。 

イ システム開発 

アの検討会の検討結果を踏まえＧＡＰの見える化システムの開発を行う。 

ウ システム管理 

イにより開発されたＧＡＰの見える化システムの管理・運営を行う。 

エ 消費者等の理解促進と商品の供給拡大 

ＧＡＰ認証を取得した農林産物に関する消費者・実需者等の理解を促進し、商

品の供給を拡大するため、消費者・実需者等を対象にしたセミナー及び見学会の

開催、パンフレット及びポスター等の作成・配布等の取組を行う。 

オ その他必要な取組 

 アからエまで以外の取組であって、福島県知事が、農産局長と協議の上、事

業の目的を達成するために必要と認める取組を実施する。 

 

２ 事業実施主体 

（１）１の（１）の取組に係る事業実施主体は、農業者、農業者の組織する団体、農事

組合法人又は農事組合法人以外の農地所有適格法人等とする。 

（２）１の（２）及び（３）の取組に係る事業実施主体は、福島県とする。 

ただし、１の（２）のアからウまで及び（３）のエの取組については、福島県内

の市町村等が、福島県の定めるところにより、福島県と共に事業実施主体となるこ

とができるものとする。 

 

３ 採択要件 

（１）１の（１）の取組に係る採択要件は、次に掲げるとおりとする。 

ア 事業実施計画が、事業の趣旨に照らし適切なものであり、かつ、事業を確実に

遂行するために適切なものであること。 

イ 事業実施主体が、事業実施から１年以内にＧＡＰ認証を取得し、取引拡大する



意思を書面で示していること。 

（２）１の（２）及び（３）の取組に係る採択要件は、事業実施計画が、事業の趣旨に

照らし適切なものであり、かつ、事業を確実に遂行するため適切なものであること

とする。 

 

４ 事業の委託 

   １に掲げる各取組については、その業務の一部を、必要に応じて第三者（福島県の

構成員を除く。）に委託することができるものとする。なお、委託を行うに当たって

は、事業の全部又は根幹をなす業務の委託は認めないこととし、（１）の取組につい

ては交付金額の 50%未満に係る部分のみ委託することができることとする。 

 

５ 交付対象経費 

（１）対象経費の範囲 

ア １の（１）に係る交付対象経費は本事業に直接必要な別紙２の経費であって、

本事業に係るものとして明確に区分できるもので、かつ、証拠書類等によって金

額が確認できるもののみとする。なお、直接要した経費はその根拠を明確にする

とともに、適切かつ明確に区分して計上することとする。 

なお、その経理に当たっては、別紙２に定める費目ごとに整理するとともに、

他の事業等と区別して経理を行うこととする。 

イ １の（２）に係る交付対象経費は、検討会等の開催、指導員等の育成、基準書

等の作成及び農場審査等の実施等に要する備品費、事業費（会場借料、通信運搬

費、借上費、印刷製本費、資料購入費、資材費及び消耗品費）、旅費、謝金、給

料、報酬、職員手当、委託費、役務費、雑役務費等とする。 

ウ １の（３）に係る交付対象経費は、検討会、セミナー及び見学会の開催、シス

テムの開発・管理・運営及びパンフレット等ＰＲ資材の作成・配布に要する備品

費、事業費（会場借料、通信運搬費、借上費、印刷製本費、資料購入費及び消耗

品費）、旅費、謝金、給料、報酬、職員手当、委託費、役務費、雑役務費等とす

る。 

（２）対象経費として申請できない経費 

   事業の実施に必要な経費であっても、次の経費は対象経費として申請できないも

のとする。 

ア 事業実施に直接関係ない経費 

イ 事業実施主体の経常的な運営経費 

ウ 事業の期間中に発生した事故又は災害の処理のための経費 

エ 対象経費に係る消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額（対象経費に含ま

れる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）

の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額

に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）の規定による地方消費税の税率を乗じて

得た金額の合計に交付率を乗じて得た金額） 

（３）留意事項 

ア 国の他の事業により支援を受け、又は受ける予定となっている取組について

は、本事業の支援対象外とする。 



イ １の（１）のオに掲げる取組に係る経費については、維持管理等に係る経費は

対象としないほか、図面等により設置箇所及び必要数量等を明示するものとす

る。 

 

６ 交付率 

  本事業の交付率は定額とする。 

 

７ 事業実施手続 

（１）第三者認証ＧＡＰ等取得促進事業に関する事業実施要領の作成 

福島県は、１の（１）、（２）のアからウまで及び（３）のエの取組の実施に

当たり、あらかじめ、当該取組の趣旨、内容、仕組み、補助金の交付手続等を定

めた第三者認証ＧＡＰ等取得促進事業に関する実施要領（以下「事業実施要領」

という。）を作成し、農産局長に提出し、その承認を受けるものとする。事業実施

要領を変更する場合も同様とする。 

（２）事業実施主体の実施計画の報告 

 福島県は、１の（１）の取組の実施に当たり、事業実施要領に基づき採択した

事業実施計画を取りまとめ、農産局長に報告するものとする。 

 

８ 交付決定前の着手 

 事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて行うものとするが、当

該年度において、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要がある場合に

は、その理由を具体的に明記した福島県農林水産業復興創生事業交付金交付決定前着

手届（別記様式第３号）を農産局長に提出するものとする。 

 



別紙２（別記５－１関係） 
 
第三者認証ＧＡＰ取得等の取組支援に係る対象経費 

費目 細目 内容 注意点 
事業費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

会場借料 
 
 

 事業を実施するために直接必要な会議
等を開催する場合の会場費として支払わ
れる経費 

 
 
 

通信運搬費 
 
 

 事業を実施するために直接必要な郵便
代、運送代として支払われる経費 

・切手は物品受払簿で管理するこ
と 

 
印刷製本費 
 
 

 事業を実施するために直接必要な資料
等の印刷費として支払われる経費 

 
 
 

資料購入費 
 
 

  事業を実施するために直接必要な図書、
参考文献にかかる経費 
 

・新聞、定期刊行物等、広く一般
に定期購読されているものは
除く 

参加負担金 
 
 

  構成員等が指導員研修を受講するため
等に必要な経費 
 

 
 
 

資材費・改修
費 
 
 

 事業を実施するために直接必要な資材
の購入及び改修に必要な経費であって福
島県知事が別途認めるもの 

 
 
 
 

消耗品費 
 
 
 
 
 
 

 事業を実施するために直接必要な次の
物品にかかる経費 
・短期間（事業実施期間内）又は一度の使

用によって消費されその効用を失う少
額な物品に係る経費 

・ＣＤ－ＲＯＭ等の少額な記録媒体 
・試験等に用いる少額な器具等 

・消耗品は物品受払簿で管理する
こと 

 
 
 
 
 

ＩＣＴ機器利
用費 

 精密農業に必要なＩＣＴ機器等の利用
料として支払われる経費 

 
 

認証取得費 
 
 
 
 
 
 
 

 第三者認証ＧＡＰ等の認証取得にかか
る経費 
・認証審査費 
・分析・調査費 
・改修・機器導入費 
・報告書作成費 
・審査員及び審査に必要となる者に係る旅

費 

 
 
 
 
 
 
 
 

旅費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

委員等旅費 
 
 
 

事業を実施するために直接必要な会議の
出席または技術指導等を行うための旅費
として、依頼した専門家に支払う経費 

 
 
 
 

専門員旅費 
 
 

事業を実施するために直接必要な専門員
が行う、資料収集、各種調査、打合せ、成
果発表等の実施に必要な経費 

 
 
 

研修旅費 
 

 構成員等が指導員研修受講や先進事例
等を収集するために必要な経費 

 
    

費用弁償 
 
 
 
 
 
 
 

 会計年度任用職員（パートタイム）に対
して地方公共団体が支払う通勤に係る費
用 
 
 
 
 
 

・「地方公務員法及び地方自治法
の一部を改正する法律（平成 29
年５月 17 日法律第 29 号。以下
「改正法」という）」による改
正後の地方公務員法第二十二
条の二第一項第一号に規定す
る会計年度任用職員を対象と
する 



 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

・本事業に係る業務指示を受けた
会計年度任用職員の氏名・所属
等について、各事業実施計画に
明記すること 

・費用弁償の単価の設定根拠とな
る資料を添付すること    

謝金 
 
 
 

 
 
 
 

 事業を実施するために直接必要な資料
整理、補助、専門的知識の提供、資料の収
集等について協力を得た人に対する謝礼
に必要な経費 

・謝金の単価の設定根拠となる資
料を添付すること 

・事業実施主体に従事する者に対
する謝金は認めない 

給料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 会計年度任用職員（フルタイム）に対し
て地方公共団体が支払う給与 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・改正法による改正後の地方公務
員法第二十二条の二第一項第
二号に規定する会計年度任用
職員を対象とする 

・給与については、「補助事業等
の実施に要する人件費の算定
等の適正化について（平成 22
年９月 27日付け 22経第 960号
農林水産省大臣官房経理課長
通知）」に定めるところにより
取り扱うものとする 

・給与の単価の設定根拠となる資
料を添付すること 

・本事業に係る業務指示を受けた
会計年度任用職員の氏名・所属
等について、各事業実施計画に
明記すること 

・実働に応じた対価以外の有給休
暇や各種手当は認めない 

報酬 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 会計年度任用職員（パートタイム）に対
して地方公共団体が支払う報酬 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・改正法による改正後の地方公務
員法第二十二条の二第一項第
一号に規定する会計年度任用
職員を対象とする 

・報酬については、「補助事業等
の実施に要する人件費の算定
等の適正化について（平成 22
年９月 27日付け 22経第 960号
農林水産省大臣官房経理課長
通知）」に定めるところにより
取り扱うものとする 

・報酬の単価の設定根拠となる資
料を添付すること 

・本事業に係る業務指示を受けた
会計年度任用職員の氏名・所属
等について、各事業実施計画に
明記すること 

・実働に応じた対価以外の有給休
暇や各種手当は認めない     

職員手
当 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 会計年度任用職員（フルタイム）に対し
て地方公共団体が支払う時間外勤務手当、
宿日直手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、
通勤手当、期末手当、特殊勤務手当、地域
手当、初任給調整手当、へき地手当 
 会計年度任用職員（パートタイム）に対
して地方公共団体が支払う期末手当 
 
 
 

・改正法による改正後の地方公務
員法第二十二条の二第一項第
一号及び第二号に規定する会
計年度任用職員を対象とする 

・職員手当等の単価の設定根拠と
なる資料を添付すること 

・本事業に係る業務指示を受けた
会計年度任用職員の氏名・所属
等について、各事業実施計画に
明記すること 



 
 

 
 

 
 

・実働に応じた対価以外の有給休
暇や各種手当は認めない     

委託費 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本事業の交付目的たる事業の一部分（例
えば、事業の成果の一部を構成する調査の
実施、取りまとめ等）を他の者（応募団体
が民間企業の場合、自社を含む）に委託す
るために必要な経費 
 
 
 
 

・委託を行うに当たっては、第三
者に委託することが必要かつ
合理的・効果的な業務に限り実
施できるものとする 

・事業そのもの又は事業の根幹を
成す業務の委託は認めない 

・民間企業内部で社内発注を行う
場合は、利潤を除外した実費弁
済の経費に限る 

役務費 
 
 
 

 
 
 
 

 事業を実施するために直接必要かつ、そ
れだけでは本事業の成果とは成り立たな
い分析、試験、加工等を専ら行う経費 

・試作品の製作・加工について、
他者に設計図を示して製作・加
工を行ってもらう場合の費用
を含む 

雑役務
費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

手数料 
 
 

 事業を実施するために直接必要な謝金
等の振り込み手数料として支払われる経
費 

 
 
 

印紙代 
 
 

 事業を実施するために直接必要な委託
の契約書に貼付する印紙に係る経費 

 
 
 

社会保険料 
 
 

事業を実施するために直接新たに雇用し
た者に係る社会保険料の事業主負担分に
係る経費 

 
 
 

通勤費 
 

 事業を実施するために直接新たに雇用
した者に支払う通勤に係る経費 

 
 
 

（注）上記欄の経費であっても次の場合にあっては認めないものとする。 
・本事業で得られた試作品や成果物を有償で配布した場合。 
・事業の有無にかかわらず具備すべき備品・物品等の購入及びリース・レンタルの場合。 



（別記５－２） 

環境にやさしい農業拡大事業 

 

１ 事業の概要 

  本事業は、有機農産物等（有機農業の推進に関する法律（平成 18 年法律第 112

号）第２条に定める有機農業で生産された農産物をいう。以下同じ。）の供給拡大

等を図るため、次の取組に要する経費を支援する。 

（１）有機ＪＡＳ認証等拡大推進 

福島県産の有機農産物（有機農産物の日本農林規格（平成 17 年農林水産省告

示第 1605 号）の供給拡大を図るため、次に掲げる取組を実施する。 

ア 福島県の農業者等が生産する農産物についての有機農産物のＪＡＳ規格の

新規認証又は継続に係る費用の支援 

  

イ 新たに福島県産有機農産物の小分けを行う事業者の有機ＪＡＳ小分認証取

得に必要な施設の整備費用の支援 

ウ 新たに福島県産有機農産物の小分けを行う事業者の有機ＪＡＳ小分認証の

新規取得に係る費用の支援 

（２）有機農産物等の供給体制の整備 

 有機農産物等の安定的な生産及び出荷体制を構築するため、有機農産物等の生

産又は出荷に必要な施設又は機械を導入する。 

  

（３）有機農産物等の消費・流通拡大 

 有機農産物等の消費・流通拡大を図るための調査、学生や子育て世代を対象と

した現地セミナーの開催、パンフレット・ポスターの作成、商談会又は実需者を

産地に招いた見学会の開催等を実施する。 

  

（４）有機農業技術研究開発 

 有機農産物等の生産に関する新技術を開発するための研究を実施する。 

（５）新たに開発された技術等の実証・普及展示 

 新たに開発された有機農産物等の生産に関する技術、地域の先進的な技術及び

既に開発されている技術等で地域への定着が遅れている技術等の実証・普及展示

を実施する。 

 

２ 事業実施主体 

（１）１の（１）のアの取組に係る事業実施主体は、農業者、農業者の組織する団体、

農事組合法人、農事組合法人以外の農地所有適格法人とする。 

（２）１の（１）のイ及びウの取組に係る事業実施主体(実施要綱別表の事業の種類の

欄の５の（２）の環境にやさしい農業拡大事業)の事業の内容欄の１の（２）の取



組に係る事業実施主体の欄の地方課長等が別に定める民間団体、農業協同組合又

は農業者の組織する団体)は、福島県知事が定める要件を満たす新たに福島県産有

機農産物の小分けを行う事業者(民間団体、農業協同組合又は農業者の組織する団

体)とする。 

（３）１の（２）の取組に係る事業実施主体（実施要綱別表の事業の種類の欄の５の

（２）の環境にやさしい農業拡大事業の事業の内容の欄の１の２の取組に係る事

業実施主体の欄の地方課長等が別に定める農業者の組織する団体等）は、福島県

知事が定める農業者の組織する団体等とする。 

（４）１の（３）から（５）までの取組に係る事業実施主体は、福島県とする。 

 

３ 採択要件 

（１）１の（１）及び（２）の取組に係る採択要件は、次に掲げるとおりとする。 

ア 事業目的に沿った取組であること。 

イ 事業実施主体が農業者の組織する団体の場合は、代表者及び意思決定方法、

事務・会計の処理方法及びその責任者、財産管理の方法、公印の管理・使用及

びその責任者、内部監査の方法等を明確にした組織の運営等に係る規約が定め

られていること。 

ウ 福島県知事が定める要件を満たしていること。 

（２）１の（３）から（５）までの取組に係る採択要件は、次に掲げるとおりとする。 

ア 事業目的に沿った取組であること。 

イ 事業の取組内容が、事業スケジュール等から適切であること。 

 

４ 交付対象経費 

（１）１の（１）のアの取組に係る交付対象経費は、有機ＪＡＳ認証等料(受講料、申

請料、実地検査費用、年次調査手数料)とする。また、認証の継続に係る費用の支

援については、同一の事業実施主体が支援を受けられるのは４ヵ年までとする。 

（２）１の（１）のイの取組に係る交付対象経費は、有機ＪＡＳ小分認証の新規取得

に必要な施設の整備・改修費とする。 

（３）１の（１）のウの取組に係る交付対象経費は、有機ＪＡＳ小分認証等料(受講料、

申請料、実地検査費用、年次調査手数料)とする。 

（４）１の（２）の取組に係る交付対象経費は、有機農産物等の生産・出荷体制の整

備に必要な紙マルチ田植機、機械除草機等の農業用機械にあっては、その購入費

とする。また、パイプハウス、予冷庫等の施設にあっては、工事費、実施設計費

及び工事雑費とする。 

ただし、次に掲げるものは、交付対象経費の対象外とする。 

ア 経費の根拠が不明確で履行確認ができないもの 

イ リース方式による農業用機械、施設の導入 

（５）１の（３）の取組に係る交付対象経費は、取組に直接要する別紙３に掲げる経



費であって、本事業の対象として明確に区分できるもので、かつ証拠書類によっ

て金額等が確認できるものとする。 

なお、次の経費は、国の交付対象とはしない。 

ア 国等の他の助成事業による支援を受け、又は受ける予定となっている取組に

係る経費 

イ 農産物の生産費補填又は販売価格支持若しくは所得補償に係る経費 

ウ 販売促進のためのＰＲ活動としてのポスター、リーフレット等の作成費、新

聞、ラジオ、テレビ、インターネット等マスメディアによる宣伝・広告に係る

経費 

エ 取組の期間中に発生した事故又は災害の処理のための経費 

オ 事業所の家賃等事業実施主体の経常的な運営経費 

カ その他この取組を実施する上で必要と認められない経費及びこの取組の実

施に要したことを証明できない経費 

（６）１の（４）及び（５）の取組に係る交付対象経費は、当該取組に直接要する別

紙２に掲げる経費であって、当該取組の対象として明確に区分できるもので、か

つ証拠書類によって金額等が確認できるものとする。 

なお、次の経費は、国の交付対象とはしない。 

ア 国等の他の助成事業による支援を受け、又は受ける予定となっている取組に

係る経費 

イ 取組の期間中に発生した事故又は災害の処理のための経費 

ウ 事業所の家賃等事業実施主体の経常的な運営経費 

エ その他この取組を実施する上で必要と認められない経費及びこの取組の実

施に要したことを証明できない経費 

 

５ 交付率 

（１）１の（１）のアの取組に係る交付率は次に掲げるとおりとする。 

ア 新たに有機ＪＡＳ認証を取得する者の初年度に要する経費は３／４以内 

イ 新たに有機ＪＡＳ認証を取得する者の２年度以降に要する経費及び有機Ｊ

ＡＳ認証を継続して取得している者にあっては１／２以内 

（２）１の（１）のイの取組に係る交付率は、１／２以内とする。ただし、１事業者

当たり交付金額が 200 万円を超える場合は 200 万円とする。 

（３）１の（１）のウの取組に係る交付率は、定額とする。ただし、１事業者当たり

交付金額が 30 万円を超える場合は、30 万円とする。 

（４）１の（２）の取組に係る交付率は、１／２以内とする。 

（５）１の（３）から（５）までの取組に係る交付率は、定額とする。 

 

６ 対象地域 

（１）１の（１）及び（３）から（５）までの取組の対象地域は福島県とする。 



（２）１の（２）の取組の対象地域は福島県とし、その主たる受益地は、原則として、

農業振興地域の整備に関する法律(昭和 44 年法律第 58 号)第８条第２項第１号に

基づく農業振興地域の農用地区域及び生産緑地法(昭和 49 年法律第 68 号)第３条

第１項に基づく生産緑地地区とする。 

 

７ 事業実施手続 

（１）環境にやさしい農業拡大事業に関する実施要領の作成 

 福島県は、１の（１）及び（２）の取組の実施に当たり、あらかじめ、当該取

組の趣旨、内容、仕組み、補助金の交付手続等を定めた環境にやさしい農業拡大

事業に関する実施要領(以下「事業実施要領」という。)を作成し、農産局長に提

出し、その承認を受けるものとする。事業実施要領を変更する場合も同様とする。 

（２）事業実施主体の実施計画の報告 

 福島県は、１の（１）及び（２）の取組の実施に当たり、事業実施要領に基づ

き採択した事業実施計画を取りまとめ、農産局長に報告するものとする。 

 

８ 交付決定前の着手 

事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて行うものとするが、

当該年度において、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要がある場

合には、その理由を具体的に明記した福島県農林水産業復興創生事業交付金交付決

定前着手届（別記様式第３号）を、事業実施主体が福島県以外の場合にあっては福

島県知事に、事業実施主体が福島県の場合にあっては農産局長に提出するものとす

る。 



別紙３（別記５－２関係） 
 
１ 有機・エコ農産物の消費・流通拡大の取組に係る対象経費 

費目 細目 内容 注意点 
備品費 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な試験・調査備品の経費（た
だし、リース・レンタルを行うこ
とが困難な場合に限る） 
 
 

・取得単価が 50 万円以上の 
機器及び器具については、見
積書（該当する設備備品が１
社しか扱っていない場合を除
き、原則３社以上から取得す
ること。）やカタログ等を添
付すること 

事業費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

会場借料 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な会議等を開催する場合の会
場費として支払われる経費 

 
 
 

通信運搬費 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な郵便代、運送代、電話代と
して支払われる経費 

・切手は物品受払簿で管理する
こと 

 
借上費 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な実験機器、事務機器等の借
上げ経費 

 
 
 

印刷製本費 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な資料等の印刷費として支
払われる経費 

 
 
 

資料購入費 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な図書及び参考文献に係る
経費 

・新聞、定期刊行物等、広く一
般に定期購読されているもの
は除く 

原材料費 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な試作品の開発や試験等に必
要な材料に係る経費 

・原材料は物品受払簿で管理
すること 

 
消耗品費 
 
 
 
 
 
 

 本事業を実施するために直接
必要な次の物品に係る経費 
・短期間（事業実施期間内）又

は一度の使用によって消費さ
れその効用を失う少額な物品 

・CD-ROM 等の少額な記録媒体 
・試験等に用いる少額な器具等 

・消耗品は物品受払簿で管理す
ること 

 
 
 
 
 

旅費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

委員旅費 
 
 
 

 本事業を実施するために直接必
要な会議の出席または技術指導等
を行うための旅費として、依頼を
した専門家に支払う経費 

・支出単価等の設定根拠となる
旅費規程（又は準用する規程）
を添付すること 
・旅費の依頼・命令簿等によ
り本事業の実施に必要な旅行
であることを明らかにするこ
と 

・旅行行程等を記載した旅費請
求書等（旅費の必要経費がわ
かる資料）を整備すること 

調査旅費 
 
 
 
 
 

 本事業を実施するために直接必
要な資料収集、各種調査、打合せ、
成果発表等にかかる経費 
 
 
    

費用弁償 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 会計年度任用職員（パートタイ
ム）に対して地方公共団体が支払
う通勤に係る費用 
 
 
 
 
 
 
 
 

・「地方公務員法及び地方自治
法の一部を改正する法律（平
成 29 年５月 17 日法律第 29
号。以下「改正法」という）」
による改正後の地方公務員法
第二十二条の二第一項第一号
に規定する会計年度任用職員
を対象とする 

・本事業に係る業務指示を受け
た会計年度任用職員の氏名・
所属等について、各事業実施



 
 
 

 
 
 

 
 
 

計画に明記すること 
・費用弁償の単価の設定根拠と

なる資料を添付すること    
謝金 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 本事業を実施するために直接必
要な資料整理、補助、専門的知識
の提供、資料の収集等について協
力を得た者に対する謝礼に必要な
経費 

・謝金の単価の設定根拠となる
資料を添付すること 

・事業実施主体又は臨時雇用者
等事業に参画する者に対する
謝金は認めない 

給料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 会計年度任用職員（フルタイム）
に対して地方公共団体が支払う給
与 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・改正法による改正後の地方公
務員法第二十二条の二第一項
第二号に規定する会計年度任
用職員を対象とする 

・給与については、「補助事業
等の実施に要する人件費の算
定等の適正化について（平成
22 年９月 27 日付け 22 経第
960 号農林水産省大臣官房経
理課長通知）」に定めるとこ
ろにより取り扱うものとする 

・給与の単価の設定根拠となる
資料を添付すること 

・本事業に係る業務指示を受け
た会計年度任用職員の氏名・
所属等について、各事業実施
計画に明記すること 

・実働に応じた対価以外の有給
休暇や各種手当は認めない 

報酬 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 会計年度任用職員（パートタイ
ム）に対して地方公共団体が支払
う報酬 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・改正法による改正後の地方公
務員法第二十二条の二第一項
第一号に規定する会計年度任
用職員を対象とする 

・報酬については、「補助事業
等の実施に要する人件費の算
定等の適正化について（平成
22 年９月 27 日付け 22 経第
960 号農林水産省大臣官房経
理課長通知）」に定めるとこ
ろにより取り扱うものとする 

・報酬の単価の設定根拠となる
資料を添付すること 

・本事業に係る業務指示を受け
た会計年度任用職員の氏名・
所属等について、各事業実施
計画に明記すること 

・実働に応じた対価以外の有給
休暇や各種手当は認めない     

職員手当 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 会計年度任用職員（フルタイム）
に対して地方公共団体が支払う時
間外勤務手当、宿日直手当、休日
勤務手当、夜間勤務手当、通勤手
当、期末手当、特殊勤務手当、地
域手当、初任給調整手当、へき地
手当 
 会計年度任用職員（パートタイ
ム）に対して地方公共団体が支払
う期末手当 
 
 

・改正法による改正後の地方公
務員法第二十二条の二第一項
第一号及び第二号に規定する
会計年度任用職員を対象とす
る 

・職員手当等の単価の設定根拠
となる資料を添付すること 

・本事業に係る業務指示を受け
た会計年度任用職員の氏名・
所属等について、各事業実施
計画に明記すること 

・実働に応じた対価以外の有給



   休暇や各種手当は認めない     
委託費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本事業の交付目的である事業の
一部分（例えば、事業の成果の一
部を構成する企画(商談会、産地見
学会)、調査の実施、取りまとめ等）
を他の者（応募団体が民間企業の
場合、自社を含む）に委託するた
めに必要な経費 
 
 
 
 

・委託を行うに当たっては、第
三者に委託することが必要か
つ合理的・効果的な業務に限
り実施できるものとする 

・交付金の額の 50％未満とする
こと 

・事業の全部又は根幹を成す業
務の委託は認めない 

・民間企業内部で社内発注を行
う場合は、利潤を除外した実
費弁済の経費に限る 

役務費 
 
 
 

試験・分析費 
 
 
 

 本事業を実施するために直接必
要であり、かつ、それだけでは本
事業の成果とは成り立たない分
析、試験、加工等を行う経費 

・試作品の製作・加工について、
他者に設計図を示して製作・
加工を行ってもらう場合の費
用を含む 

雑役務費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

手数料 
 
 

 本事業を実施するために直接必
要な謝金等の振込手数料 
 

 
 
 

印紙代 
 
 

 本事業を実施するために直接必
要な委託の契約書に貼付する印紙
に係る経費 

 
 
 

社会保険料 
 
 

 本事業を実施するために直接新
たに雇用した者に支払う社会保険
料の事業主負担分の経費 

 
 
 

通勤費 
 
 

 本事業を実施するために直接新
たに雇用した者に支払う通勤に係
る経費 

・通勤費支払の根拠となる規程
（又は準ずる規程）及び経路
図を添付すること 

（注）上記の表に掲げる経費であっても次の場合にあっては認めないものとする。 
・本事業で得られた試作品や成果物を有償で配布した場合。 
・事業の有無にかかわらず事業実施主体で具備すべき備品・物品等の購入及びリース・レンタルの場

合。 
 
 
２ 有機農業技術研究開発及び新たに開発された技術等の実証・普及展示の取組に係る対 

象経費 
費目 細目 内容 注意点 

備品費 
       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本事業を実施するために直接必要
な試験・調査備品の経費 
（ただし、リース・レンタルを行う
ことが困難な場合に限る） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・取得単価が 50 万円以上の機器
及び器具については、見積書
（原則３社以上、該当する設
備備品を１社しか扱っていな
い場合は除く）やカタログ等
を添付すること 

・耐用年数が経過するまでは、
事業実施主体による善良なる
管理者の注意義務をもって当
該備品を管理する体制が整っ
ていること 

・当該備品を別の者に使用させ
る場合は、使用・管理につい
ての契約を交わすこと 

事業費 
 
 
 
 
 

会場借料 
 
 

 本事業を実施するために直接必要
な会議等を開催する場合の会場費と
して支払われる経費 

 
 
 

通信運搬費 
 
 

 本事業を実施するために直接必要
な郵便代、運送代、電話代として支
払われる経費 

・切手は物品受払簿で管理する
こと 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

借上費 
 
 

 本事業を実施するために直接必要
な実験機器、事務機器、ほ場、契約
を伴う車両等の借上げ経費 

 
 
 

印刷製本費 
 
 

 本事業を実施するために直接必要
な資料等の印刷費として支払われる
経費 

 
 
 

資料購入費  
 
 

 本事業を実施するために直接必要
な図書及び参考文献にかかる経費 

・新聞、定期刊行物等、広く一
般に定期購読されているもの
は除く 

原材料費 
 
 

 本事業を実施するために直接必要
な試作品の開発や試験等に必要な原
材料にかかる経費 

・原材料は物品受払簿で管理す
ること 

 
消耗品費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本事業を実施するために直接必要
な次の物品にかかる経費 
・短時間（事業実施期間内）又は一

度の使用によって消費され、その
効用を失う少額（５万円未満）な
物品の経費 

・CD-ROM 等の少額（５万円未満）な
記録媒体 

・試験等に用いる少額（５万円未満）
な器具等 

・消耗品は物品受払簿で管理す
ること 

 
 
 
 
 
 
 
 

旅費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

委員旅費 
 
 
 

 本事業を実施するために直接必要
な会議への出席又は技術指導等を行
うための旅費として、依頼した専門
家に支払う経費 

 
 
 
 

調査旅費 
 
 

 本事業を実施するために直接必要
な専門員が行う資料収集、各種調査、
打合せ、成果発表等にかかる経費 

 
 
 

費用弁償 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 会計年度任用職員（パートタイム）
に対して地方公共団体が支払う通勤
に係る費用 
 
 
 
 
 
 
 

・改正法による改正後の地方公
務員法第二十二条の二第一項
第一号に規定する会計年度任
用職員を対象とする 

・本事業に係る業務指示を受け
た会計年度任用職員の氏名・
所属等について、各事業実施
計画に明記すること 

・費用弁償の単価の設定根拠と
なる資料を添付すること 

謝金 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 本事業を実施するために直接必要
な資料整理、補助、専門的知識の提
供、資料の収集等について協力を得
た人に対する謝礼に必要な経費 

・謝金の単価の設定根拠となる
資料を添付すること 

・事業実施主体の代表者及び事
業実施主体に従事する者に対
する謝金は認めない     

給料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 会計年度任用職員（フルタイム）
に対して地方公共団体が支払う給与 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・改正法による改正後の地方公
務員法第二十二条の二第一項
第二号に規定する会計年度任
用職員を対象とする 

・給与については、「補助事業
等の実施に要する人件費の算
定等の適正化について（平成
22 年９月 27 日付け 22 経第
960 号農林水産省大臣官房経
理課長通知）」に定めるとこ
ろにより取り扱うものとする 

・給与の単価の設定根拠となる
資料を添付すること 



 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

・本事業に係る業務指示を受け
た会計年度任用職員の氏名・
所属等について、各事業実施
計画に明記すること 

・実働に応じた対価以外の有給
休暇や各種手当は認めない     

報酬 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 会計年度任用職員（パートタイム）
に対して地方公共団体が支払う報酬 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・改正法による改正後の地方公
務員法第二十二条の二第一項
第一号に規定する会計年度任
用職員を対象とする 

・報酬については、「補助事業
等の実施に要する人件費の算
定等の適正化について（平成
22 年９月 27 日付け 22 経第
960 号農林水産省大臣官房経
理課長通知）」に定めるとこ
ろにより取り扱うものとする 

・報酬の単価の設定根拠となる
資料を添付すること 

・本事業に係る業務指示を受け
た会計年度任用職員の氏名・
所属等について、各事業実施
計画に明記すること 

・実働に応じた対価以外の有給
休暇や各種手当は認めない 

職員手当 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 会計年度任用職員（フルタイム）
に対して地方公共団体が支払う時間
外勤務手当、宿日直手当、休日勤務
手当、夜間勤務手当、通勤手当、期
末手当、特殊勤務手当、地域手当、
初任給調整手当、へき地手当 
 会計年度任用職員（パートタイム）
に対して地方公共団体が支払う期末
手当 
 
 
 
 

・改正法による改正後の地方公
務員法第二十二条の二第一項
第一号及び第二号に規定する
会計年度任用職員を対象とす
る 

・職員手当等の単価の設定根拠
となる資料を添付すること 

・本事業に係る業務指示を受け
た会計年度任用職員の氏名・
所属等について、各事業実施
計画に明記すること 

・実働に応じた対価以外の有給
休暇や各種手当は認めない 

 委託費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本事業の交付目的たる事業の一部
分（例えば、事業の成果の一部を構
成する調査の実施、イベント企画運
営、分析、取りまとめ等）を他の者
（応募団体が民間企業の場合、自社
を含む）に委託するために必要な経
費 
 
 
 
 

・委託を行うに当たっては、第
三者に委託することが必要か
つ合理的・効果的な業務に限
り委託できるものとする 

・交付金の額の 50％未満とする
こと 

・事業そのもの又は事業の根幹
を成す業務の委託は認めない 

・民間企業内部で社内発注を行
う場合は、利潤を除外した実
費弁済の経費に限る 

役務費 
 
 
 

試験・分析費 
 
 
 

 本事業を実施するために直接必要
であり、かつ、それだけでは本事業
の成果とは成り立たない分析、試験、
加工等を行う経費 
 

 
 
 
 

雑役務費 
 
 

手数料    
 
 

 本事業を実施するために直接必要
な謝金等の振込手数料 

 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

印紙代 
 
 

 本事業を実施するために直接必要
な委託の契約書に貼付する印紙の経
費 

 
 
 

社会保険料 
 
 

 事業を実施するために直接新たに
雇用した者に係る社会保険料の事業
主負担分にかかる経費 

 
 
 

通勤費 
 
 

 事業を実施するために直接新たに
雇用した者に支払う通勤にかかる経
費 

・通勤費支払の根拠となる規 
程（又は準ずる規程）及び経
路図を添付すること 

（注）上記の経費であっても次の場合にあっては認めないものとする。 
・本事業で得られた試作品や成果物を有償で配布した場合。 
・事業実施主体で具備すべき備品・物品等の購入及びリース・レンタルの場合。 



(別記６－１) 

 

ふくしまの農林水産物等緊急時モニタリング事業 

 

１ 事業の概要 

  本事業は、「検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除の考え方」（平

成 23 年４月４日原子力災害対策本部策定。以下「検査ガイドライン」という。)

等に基づき、福島県が実施する福島県産農林水産物等の放射性物質の検査の取

組に要する経費を支援する。 

 

２ 事業実施主体 

  事業実施主体は、福島県とする。 

 

３ 採択要件 

 採択要件は、事業実施計画が事業の目的に照らし適切なものであり、かつ事

業を確実に遂行するために適切なものであること。 

 

４ 交付対象経費 

  本事業の交付対象経費は、検査試料の採取に要する経費(人件費、試料買上費、

旅費、燃料費、運搬費、作業委託費等)、検査の実施に要する経費(人件費、検

査機器の管理費、光熱水料、消耗品費、試料調製・検査委託・残渣処理に係る

委託費等)、検査結果の分析・集計・報告に要する経費(人件費、通信運搬費等)

及び検査精度の向上等に向けた会議や研修に要する経費(旅費、会議費、研修受

講費等)とする。 

 ただし、事業実施に直接関係ない経費、事業実施主体の経常的な運営経費、

その他この取組を実施する上で必要と認められない経費及びこの取組の実施に

要したことを証明できない経費は、交付対象としない。 

 

５ 交付率 

  本事業の交付率は定額とする。 

 

６ 交付決定前の着手 

事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて行うものとする

が、当該年度において、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要

がある場合には、その理由を具体的に明記した福島県農林水産業復興創生事業

交付金交付決定前着手届（別記様式第３号）を農産局長に提出するものとする。 

 



(別記６－２) 

 

ふくしまの恵み安全・安心推進事業 

 

１ 事業の概要 

  本事業は、福島県産農林水産物等に対する消費者等の安心感や信頼の回復を

目的として、産地段階及び県段階において実施される次に掲げる取組に要する

経費を支援する。 

（１）産地段階における農林産物等の自主検査等 

   地域ごとに設置される地域の恵み安全対策協議会等が行う農林産物等の自

主的な放射性物質濃度の検査及び放射性物質管理対策の実施状況の確認の取

組 

（２）産地段階における水産物の自主検査 

   産地段階において漁業者団体等が行う水産物に係る自主的な放射性物質濃

度の検査の取組 

（３）福島県産農林水産物等の安全・安心の取組の周知・広報 

   ふくしまの恵み安全対策協議会等が行う、(１)及び(２)の検査結果等をわ

かりやすくかつ迅速に消費者等に提供する安全管理システムの管理・運用、

パンフレット等を用いた福島県産農林水産物の安全性のＰＲ等の取組 

（４）福島県が行う協議会等による産地活動の支援 

上記（１）から（３）までの取組が円滑かつ的確に実施されるよう、福島

県が行う産地等に対する指導・助言等の取組 

 

２ 事業実施主体 

（１）１の（１）の取組に係る事業実施主体は、市町村、農業協同組合、生産・

出荷団体等から構成される協議会及びその構成組織とする。 

（２）１の（２）の取組に係る事業実施主体は、福島県漁業協同組合連合会等と

する。 

（３）１の（３）の取組に係る事業実施主体は、福島県、農業協同組合、福島県

農業会議、福島県消費者団体連絡協議会等から構成される協議会及びその構

成員とする。 

（４）１の（４）の取組に係る事業実施主体は、福島県とする。 

 

３ 採択要件 

  １の(１)から(３)までの取組に係る採択要件は、福島県が６の（１）により

定める事業実施要領によるものとする。 

 

 



４ 交付対象経費 

（１）１の（１）の取組に係る交付対象経費は、協議会の設置・運営に要する経

費(委員等謝金、会議費、旅費、印刷費、燃料費、通信運搬費、消耗品費、人

件費等)、検査機器等の整備、維持・管理に要する経費(検査機器・付帯機器

等導入費、施設改修工事費、検査機器点検・整備費、検査機器・付帯機器等

処分費、検査機器・付帯機器等設置施設等の原状回復に要する経費、検査機

器・付帯機器等の移設に要する経費等)、検査の実施に要する経費(人件費等)

及び放射性物質管理対策に要する経費(印刷費、通信運搬費、人件費等)とす

る。ただし、本取組において、東京電力ホールディングス株式会社による賠

償の対象となっている経費は除く。 

（２）１の（２）の取組に係る交付対象経費は、検査機器等の整備、維持・管理

に要する経費(検査機器・付帯機器等導入費、検査機器点検・整備費等)、検

査の実施及び検査結果の報告等に要する経費(旅費、消耗品費、燃料費、通信

運搬費、人件費等)とする。 

（３）１の（３）の取組に係る交付対象経費は、協議会の設置・運営に要する経

費(委員等謝金、会議費、旅費、印刷費、通信運搬費、消耗品費等)、安全管

理システムの管理・運営に要する経費(システム管理委託費、システム改修費、

人件費、旅費、消耗品費、通信運搬費等)及び消費者等に対する安全・安心の

取組の周知等に要する経費(印刷費、通信運搬費、人件費等)とする。 

（４）１の（４）の取組に係る交付対象経費は、産地段階での検査精度の維持・

向上に向けた指導等に要する経費(謝金、旅費、印刷費、燃料費、通信運搬費、

光熱水料、消耗品費、検査機器保守点検費等)とする。 

（５）事業実施に直接関係ない経費、事業実施主体の経常的な運営経費、その他

この取組を実施する上で必要と認められない経費及びこの取組の実施に要し

たことを証明できない経費は、交付対象としない。 

 

５ 交付率 

  本事業の交付率は定額とする。 

                               

６ 事業実施手続 

（１）ふくしまの恵み安全・安心推進事業実施要領の作成 

   福島県は、１の（１）から（３）までの取組の実施に当たり、あらかじめ、

当該取組の趣旨、内容、仕組み、補助金の交付手続等を定めたふくしまの恵

み安全・安心推進事業実施要領（以下「事業実施要領」という。）を作成し、

農産局長、林野庁長官及び水産庁長官(以下「農産局長等」という。)に提出

し、その承認を受けるものとする。事業実施要領を変更する場合も同様とす

る。  

 



（２）事業実施主体の実施計画 

福島県は、１の（１）から（４）までの事業の実施に当たり、事業実施要領

に基づき採択した１の（１）から（３）までの事業の実施計画及び１の（４）

の実施計画を取りまとめ、農産局長等に報告するものとする。 

 

７ 交付決定前の着手 

事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて行うものとする

が、当該年度において、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要

がある場合には、その理由を具体的に明記した福島県農林水産業復興創生事業

交付金交付決定前着手届（別記様式第３号）を、事業実施主体が福島県以外の

場合にあっては福島県知事に、事業実施主体が福島県の場合にあっては農産局

長に提出するものとする。 

 

８ 留意事項 

（１）１の（１）の取組のうち、米の放射性物質管理対策及び自主検査等に係る

取組について、国は本要領第３の１による事業実施計画の承認後も、福島県

と適宜必要な協議を行いながら進めるものとする。 

（２）４の（１）の補助対象経費のうち、検査機器・付帯機器等処分費及び検査

機器・付帯機器等設置施設等の原状回復に要する経費については、社会情勢

の変化に応じて、検査体制の縮小・効率化等を図る場合に限り認めることと

する。 

（３）４の（１）の補助対象経費のうち、検査機器・付帯機器の移設に要する経

費については、事業費の低減かつ既存機器等の有効活用が可能な場合に限り

認めることとする。  



(別記７－１） 

 

販路拡大タイアップ事業 

 

１ 事業の概要 

本事業は、原子力被災 12 市町村（田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢

葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯舘村）にお

いて営農を再開又は計画している農業者の販路の回復・開拓を目的として、

農業者に対して必要な指導・助言を行う流通、販売、生産等の専門家の派遣

や実需者とのマッチング等の取組を支援する。 

 

２ 事業実施主体 

  事業実施主体は、福島県及び福島県が別に定める民間団体とする。 

 

３ 採択要件 

事業実施計画が事業の目的に照らし適切なものであり、かつ、事業を確実

に遂行するため適切なものであることとする。 

 

４  交付対象経費 

本事業の交付対象経費は、人件費、旅費、土地建物借料、什器備品、光熱

水料、燃料費、通信運搬費、消耗品費、備品費、雑役務費（システム関係費、

電子計算機借料、車両リース料及び複写機借料等）、印刷製本費、広報費、

会議費、謝金、補助人件費、委託費、コンサルティングの実施に要する経費、

その他福島県知事が特に必要と認め地方課長が承認したものとする。 

ただし、事業実施に直接関係ない経費、事業実施主体の経常的な運営経費、

その他この取組を実施する上で必要と認められない経費及びこの取組の実施

に要したことを証明できない経費は、交付対象としない。 

 

５ 交付率 

本事業の交付率は、定額とする。 

 

６  事業実施手続 

  福島県は取組の実施に当たり、あらかじめ、当該取組の趣旨、内容、仕組

み、補助金の交付手続等を定めた福島県産農林水産物等販路拡大タイアップ

事業実施要領（以下「事業実施要領」という。）を作成し、地方課長に提出

し、その承認を受けるものとする。事業実施要領を変更する場合も同様とす

る。 

 

 



７ 交付決定前の着手 

    事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて行うものとす

るが、当該年度において、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する

必要がある場合には、その理由を具体的に明記した福島県農林水産業復興創

生事業交付金交付決定前着手届（別記様式第３号）を地方課長に提出するも

のとする。 

 



（別記７－２） 

 

農産物等戦略的販売促進事業 

 

１ 事業の概要 

  本事業は、総合的かつ戦略的な販売促進活動の実施により、福島県産農産物等の

ブランド力を強化し、取引を活発化していくため、次に掲げる取組に要する費用を

支援する。 

（１）「ふくしま」ならではのブランドによる流通・販売の促進 

   量販店での販売コーナーの設置、食品事業者向けの商談会やバイヤー向け産地

視察・説明会、量販店や百貨店でのフェア等によるブランド化の取組 

（２）オンライン等を活用した販売の促進 

   農林漁業者、食品事業者が出品するオンラインストアの特設ページの開設及び

運営、魅力や安全性を伝えるウェブサイトの運営などインターネット等を活用し

た販売促進の取組 

（３）マスメディアの活用による販売の促進 

   マスメディアを活用した、福島県産農産物等の販売促進につながる情報発信の

取組 

（４）海外における販売の促進 

   福島県産農産物等の輸出が可能な国・地域における展示会への出展や商談会へ

の参加のほか、百貨店での試食販売等の販売促進の取組 

（５）団体等への支援 

福島県内外の民間団体が行う福島県産農産物等の販売促進活動 

 

２ 事業実施主体 

（１）１の（１）から（４）までの取組に係る事業実施主体は、福島県とする。 

（２）１の（５）の取組に係る事業実施主体は、次に掲げる者とする。 

   特定非営利活動法人、事業協同組合、企業組合、農林漁業者の組織する団体、

農林漁業者、商工業者の組織する団体、民間事業者、公益社団法人、公益財団法

人、一般社団法人、一般財団法人、農業法人、うつくしま蕎麦王国協議会、福島

県きのこ振興協議会、ふくしまイレブン販売促進協議会、ふくしま地域産業６次

産業化推進協議会、福島県貿易促進協議会、福島県米消費拡大推進会議、福島牛

販売促進協議会、その他福島県全域を区域とし、福島県産農林水産物（加工品を

含む。以下同じ。）の販売促進を主たる目的とする団体で、福島県知事が大臣官

房総括審議官（新事業・食品産業）（以下「総括審議官」という。）と協議の上、

特に必要と認める団体（以下「特認団体」という）。 

（３）特認団体は、次に掲げる要件を全て満たす団体とする。 

  ア 主たる事務所の定めがあること。 

  イ 代表者の定めがあること。 



  ウ 定款、組織規程、経理規程等の組織運営に関する規約の定めがあること。 

  エ 各年度ごとの事業計画、収支予算等が総会等において承認されていること。 

 

３ 採択要件 

（１）事業実施計画が、事業の目的に照らし適切なものであり、かつ、事業を確実に

遂行するために適切なものであること。 

（２）事業実施主体が、事業実施手続及び会計手続を適正に行い得る体制を有してい

ること。 

（３）事業実施内容が福島県産農産物等流通実態調査の結果を踏まえ、福島県産農林

水産物の販売促進につながるものと認められること。 

 

４ 交付対象経費 

（１）１の（１）の取組に係る交付対象経費は、旅費、給料、報酬、職員手当、資材

作成費、通信運搬費、消耗品費、試食等サンプル経費、景品経費、発送費、広報

費、謝金、施設借料、会場設営費、イベント運営経費、事業委託費、ウェブサイ

ト作成・維持費、車両借上料、その他福島県知事が特に必要と認め総括審議官が

承認した経費とする。 

（２）１の（２）の取組に係る交付対象経費は、旅費、給料、報酬、職員手当、資材

作成費、通信運搬費、消耗品費、景品経費、発送費、広報費、謝金、施設借料、

ウェブサイト作成・維持費、事業委託費、その他福島県知事が特に必要と認め総

括審議官が承認した経費とする。 

（３）１の（３）の取組に係る交付対象経費は、旅費、給料、報酬、職員手当、資材

作成費、通信運搬費、消耗品費、広報費、謝金、施設借料、会場設営費、イベン

ト運営費、検討会費、調査費、分析費、事業委託費等とする。 

（４）１の（４）の取組に係る交付対象経費は、旅費、給料、報酬、職員手当、資材

作成費、通信運搬費、消耗品費、広報費、謝金、試食等サンプル経費、発送費、

施設借料、イベント運営経費、ウェブサイト作成、維持費、車両借上料、通訳翻

訳費、保険料、事業委託費等とする。 

（５）１の（５）の取組に係る交付対象経費は、旅費、賃金、資材作成費、通信運搬

費、消耗品費、広報費、謝金、試食等サンプル経費、発送費、施設借料、イベン

ト運営経費、ウェブサイト作成・維持費、車両借上料、通訳翻訳費、保険料、事

業委託費等とする。 

 

５ 交付率 

  本事業の交付率は定額とする。 

 

６ 事業実施手続 

（１）福島県は、１の（５）の取組の実施に当たり、あらかじめ、当該取組の趣旨、

内容、仕組み、補助金の交付手続等を定めた次のアからキの事業実施要領等を作



成し、総括審議官に提出し、その承認を受けるものとする。事業実施要領等を変

更する場合も同様とする。 

ア ふくしま米消費拡大推進事業実施要領 

イ 「福島牛」ブランド再生事業実施要領 

ウ おいしい福島畜産応援事業実施要領 

エ 「ふくしまプライド。」県産農林水産物販売力強化支援事業実施要領 

オ 「チームふくしまプライド。」活動支援事業実施要領 

カ 農産物等海外販路開拓支援事業実施要領 

キ 福島ならでは農林水産物ブランド力強化推進事業実施要領 

 

（２）事業実施主体の実施計画の報告 

  福島県は、１の（５）の取組の実施に当たり、事業実施要領等に基づき採択した

事業実施計画を取りまとめ、総括審議官に報告するものとする。 

   

７ 交付決定前の着手 

事業の着手は、原則として、国からの交付決定通知を受けて行うものとするが、

当該年度において、やむを得ない事情により、交付決定前に着手する必要がある場

合には、その理由を具体的に明記した福島県農林水産業復興創生事業交付金交付決

定前着手届（別記様式第３号）を、事業実施主体が福島県以外の場合にあっては福

島県知事に、事業実施主体が福島県の場合にあっては総括審議官に提出するものと

する。 



（別記様式第１号） 

番    号 

年 月 日 

 

 農林水産省○○○○ 殿 

  

 

 

福島県知事  

  

  

福島県農林水産業復興創生事業の事業実施計画の承認（変更、中止、廃止の承認） 

申請について 

  

 福島県農林水産業復興創生事業実施要綱（○年○月○日付け○第○号農林水産事務次官依命

通知）第３の１（注１）の規定に基づき、関係書類（注２）を添えて、承認（変更、中止又は廃

止の承認）を申請する。 

 

 

 （変更理由） 

   ○○○○○○○○○○（注３） 

 （中止、廃止の理由） 

   ○○○○○○○○○○（注４） 

 

 

（注１）変更、中止、廃止の承認申請の場合は、「第５の２」とする。 

（注２）関係書類として、事業実施計画を添付すること。 

（注３）変更承認申請の場合には、事業の変更の理由を記載し、承認通知があった事業実施計画の事業の

内容等と容易に比較対照できるよう、事業実施計画の変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書

きで上段に記入すること。ただし、事業内容のうち当該変更の対象外となるものについては省略

する。 

（注４）中止又は廃止の場合には、事業の中止又は廃止の理由を記載すること。 



福島県農林水産業復興創生事業実施計画書 
 
第１ 事業費総括表 

事業名 
事業費 
（千円） 

負担区分(千円) 
備考 

国 庫 自己負担 その他 
１ 福島県産米競争力強化支援

事業 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

２ 福島県産園芸競争力強化支
援事業 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）ふくしまのももブラ 
ンド強化安定生産対策 
事業 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（２）風評に打ち勝つ園芸 
産地競争力強化事業 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（３）県育成オリジナル品種
活用産地づくり総合支援
事業 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（ ４ ） 地域特産活用産地 
   づくり支援事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（ ５）園芸グローバル産 
   地育成強化事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

３ 福島県産畜産物競争力強化
支援事業 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）福島県農産物競争力強
化事業 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（２）肥育経営基盤強化型素
牛導入事業 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（３）福島県生乳生産基盤緊
急強化対策事業 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

４ 福島県農林水産物ブラン 
ド力向上促進技術開発事業 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

５ ＧＡＰと有機農業の拡大 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

（１）第三者認証ＧＡＰ等取
得促進事業 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（２）環境にやさしい農業拡
大事業 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

６ 農林水産物の検査の推進 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

（１）ふくしまの農林水産物
等緊急時モニタリング
事業 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（２）ふくしまの恵み安全 
  ・安心推進事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

７ 販路拡大と販売促進 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

（１）販路拡大タイアップ 
    事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 



 
 
 

（２）農産物等戦略的販売 
    促進事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
合   計 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
第２ 事業全体の成果目標 
 
 
 
 
 

  



第３ 各事業の事業実施計画 
 
１ 福島県産米競争力強化支援事業 
（１）総括表 

取組名 事業内容 
事業費 
(千円) 

負担区分(千円) 
備 考 

国 庫 自己負担 その他 
 
１ 県オリジナル米産
地力強化推進支援 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
２ 県オリジナル米生

産技術力向上支援 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

合  計 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（注）事業費に係る経費の内訳又は積算根拠を別紙として添付すること。 
 
（２）事業の実施方針 
 
 
 
 
 
 
（３）成果目標 
 
 
 
 
 
 
（４）事業の内容 
 １ 県オリジナル米産地力強化推進支援 

事業実施主体 事業内容及び事業量 備 考 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 ２ 県オリジナル米生産技術力向上支援 

事業実施主体 実施地区 事業内容及び整備機器等 備 考 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
（５）年間スケジュール 

取組名 事業の実施時期 取組事項 事業の内容 備 考 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 



２－１ ふくしまのももブランド強化安定生産対策事業 
 
（１）総括表 

項 目 
事業費 
(千円) 

負担区分(千円) 
国 庫 自己負担 その他 

 
１ ふくしまのもも担い手ステップア

ップ事業 
 

 
 
 

  

 
 

  
 

 
 
 
 

 
 

  
 

 
（１）共同防除組織等の担い手確保・

育成 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
（２）地域ぐるみの春型枝病斑の除去

実践 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
（３）共同薬剤防除の高度化 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
２ ふくしまのもも産地再生支援対策

事業 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
（１）防風設備等の導入 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
（２）品種構成の改善 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

合 計 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
（２）事業の実施方針 
 
 
 
 
 
 

 
（３）成果目標 

項  目 現 状 目 標 備 考 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 



（４）事業の内容 
ア ふくしまのもも担い手ステップアップ事業 
（ア）共同防除組織等の担い手確保・育成 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
（イ）地域ぐるみの春型枝病斑の除去実践 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
（ウ）共同薬剤防除の高度化 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
イ ふくしまのもも産地再生支援対策事業 
（ア）防風設備等の導入 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
（イ）品種構成の改善 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 



２－２ 風評に打ち勝つ園芸産地競争力強化事業 

（１）総括表 

項 目 
事業費 

(千円) 

負担区分(千円) 

国 庫 自己負担 その他 

 

１ 競争力強化県推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 生産対策強化支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）産地活動支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）生産体制強化支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業の実施方針 

 

 

 

 

 

（３）成果目標 

項  目 現 状 目 標 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）事業の内容 

 ア 競争力強化県推進事業 

事業実施主体 実施地区 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 イ 生産対策強化支援事業 

 （ア）産地活動支援事業 

事業実施主体 実施地区 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （イ）生産体制強化支援事業 

事業実施主体 実施地区 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２－３ 県育成オリジナル品種活用産地づくり総合支援事業 

 

（１）総括表 

項 目 
事業費 

(千円) 

負担区分 （千円） 
備 考 

国 庫 自己負担 その他 

 

１ 種苗供給体制整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

２ 産地づくり支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）品種導入支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ ブランド確立推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業の実施方針 

 

 

 

 

 

 

（３）成果目標 

項  目 現 状 目 標 備 考 

 

１ 種苗供給体制整備事業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 産地づくり支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（１）推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）品種導入支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ブランド確立推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）事業の内容 

 １ 種苗供給体制整備事業 

事業実施主体 実施時期 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 産地づくり支援事業 

 （１）推進事業 

事業実施主体 実施時期 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）品種導入支援事業 

事業実施主体 実施地区 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ ブランド確立推進事業 

事業実施主体 実施時期 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２－４ 地域特産活用産地づくり支援事業 
 
（１）総括表 

項 目 
事業費 
(千円) 

負担区分（千円） 
備 考 

国 庫 自己負担 その他 
１ 生産振興事業 
 

  
 

 
 

 
 

 
 
 
 

（１）整備事業 
 

     
 

（２）種子確保事業 
 ア 採種促進支援 
 イ 種子供給体制整備 

     
 
 

（３）技術向上支援 
 

     

（４）生産技術確立支援 
 ア おたねにんじん 
 イ エゴマ 

     

２ 需要拡大・地域連携事業 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

（１）産地競争力強化事業 
 

     

（２）食用需要喚起事業 
 

     

 
合 計 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（２）事業の実施方針 
 
 
 
 
 
 

 
（３）成果目標 

項  目 現 状 目 標 備 考 
１ 生産振興事業 
 

 
 

 
 

 
 

（１）整備事業 
 

 
 

 
 

 
 

（２）種子確保事業 
 ア 採種促進支援 
 イ 種子供給体制整備 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（３）技術向上支援事業 
 

   

（４）生産技術確立支援 
 ア おたねにんじん 
 イ エゴマ 

   

２ 需要拡大・地域連携事業 
 

 
 

 
 

 
 

（１）産地競争力強化事業 
 

   

（２）食用需要喚起事業 
 

   

 



（４）事業の内容 
 １ 生産振興事業 
 （１） 整備事業 

事業実施主体 実施地区 事業内容 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 （２）種子確保事業 
  ア 採種促進支援 

事業実施主体 実施地区 事業内容 
 
 

 
 

 
 

 
 イ 種子供給体制整備 

事業実施主体 実施地区 事業内容 
 
 

 
 

 
 

 
 （３）技術向上支援事業 

事業実施主体 実施時期 事業内容 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 （４）生産技術確立支援 
  ア おたねにんじん 

事業実施主体 実施時期 事業内容 
 
 

 
 

 
 

 
イ エゴマ 
事業実施主体 実施時期 事業内容 

 
 

 
 

 
 

 
２ 需要拡大・地域連携事業 

 （１） 産地競争力強化事業 
事業実施主体 実施地区 事業内容 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

  
 （２） 食用需要喚起事業 

事業実施主体 実施地区 事業内容 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 



２－５ 園芸グローバル産地育成強化事業 
 
（１）総括表 

項 目 
事業費 
(千円) 

負担区分(千円) 
国 庫 自己負担 その他 

 
１ グローバル化実践支援事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（１）新たな防除技術の実証 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（２）輸送技術や鮮度保持技術の実証 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
２ ふくしまブランド産地整備事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
合 計 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（２）事業の実施方針 
 
 
 
 

 
（３）成果目標 

項  目 現 状 目 標 備 考 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（４）事業の内容 

ア グローバル化実践支援事業 
（ア）新たな防除技術の実証 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（イ）輸送技術や鮮度保持技術の実証 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
イ ふくしまブランド産地整備事業 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 



３－１ 福島県農産物競争力強化事業 
 
（１）総括表 

取組名 
事業費 

（千円） 
負担区分（千円） 

備 考 
国 庫 自己負担 その他 

１ ゲノム解析活用による種
雄牛造成体制の確立 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

２ 県産和牛流通販売対策の
強化 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
合 計 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（２）事業の目的 
 
 
 
 
 
 
 
（３）成果目標 

取組名 目標値等 
１ ゲノム解析活用による種

雄牛造成体制の確立 
 
 
 

２ 県産和牛流通販売対策の
強化 

 
 
 

（注）目標値等の欄には事業実施年度内に達成すべき次の具体的な目標値等を記載すること。 
  ・ゲノム解析活用による種雄牛造成体制の確立は、種雄牛造成体制のうち到達する育種過程

（ゲノム解析、検定等実施計画）の目標 
 ・県産和牛流通販売対策の強化は、流通販売の目標 
 
（４）事業の概要 

事業区分 主な取組内容 
経 費 

（千円） 
備 考 

１ ゲノム解析活用による種
雄牛造成体制の確立 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

２ 県産和牛流通販売対策の
強化 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

合  計 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 （注１）他の機関に委託して実施する業務がある場合には、備考欄に「業務の一部を委託」と
記載すること。 

 （注２) 事業区分ごとに実施体制図を作成し添付すること。 



（５）事業の委託 

事業区分 
委託する業務

の内容 
委託理由 委託先 

委託先の選
定方法 

委託額 
（千円） 

１ ゲノム解析活
用による種雄牛
造成体制の確立 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
小計 

２ 県産和牛流通
販売対策の強化 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

     小計 
 
合計 
 

（注１）同じ事業区分において複数の業務を委託する場合には、個別に委託する業務の内容
委託理由、委託先、委託先の選定方法及び委託額を記載すること。 

（注２）委託理由は、当該業務を他機関に委託して実施する必要性を具体的に記載すること。 
（注３）委託先の選定方法は、一般競争入札、企画競争入札、有識者による審査等具体的に

記載すること。 
 



３－２ 肥育経営基盤強化型素牛導入事業 
 
（１）総括表  

事業区分  
事業費  

（千円）  

負担区分（千円）  
備 考  

国 庫  自己負担  その他  

肥育経営基盤強

化型素牛導入事

業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（２）事業の目的  

 

 

 

 

 
（３）成果目標  

 

 

 

 

  

（４）事業の概要  

実施内容  備 考  

 

 

 

 

 

 

 

 

  



３－３ 福島県生乳生産基盤緊急強化対策事業 

 

（１）総括表  

事業区分  
事業費  

（千円）  
負担区分（千円）  

備 考  
国 庫  自己負担  その他  

１ 福島県生乳生産基盤の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）福島県生乳生産基盤強化計画

の策定 

     

（２）乳用牛増頭奨励金  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

（３）乳用牛改良基盤の再構築支援  

ア 性選別受精卵の導入  

イ 性選別精液（受精卵生産用）

の導入  

ウ 遺伝的能力の評価  

     

２ 事業推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）乳用牛増頭奨励金に係る推進

事務費  

     

（２）乳用牛改良基盤の再構築支援

に係る推進事務費  

     

 

合 計 

 

     

 

（２）事業の目的  

 

 

 

 

（３）成果目標  

 

 

 

 

（４）事業の概要  

実施内容  備 考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 福島県農林水産物ブランド力向上促進技術開発事業 
 
（１）総括表 

取組名 事業内容 
事業費 
(千円) 

負担区分(千円) 
備 考 

国 庫 自己負担 その他 
１ 競争力強化に向けた福

島県オリジナル品種開発
導入事業 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

２ 旨み成分及び官能評価
活用の和牛総合指数評価
技術開発事業 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

３ 「ふくしまの宝」を活
用したブランド力強化に
向けた農産物の流通・加
工技術の開発事業 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
合     計 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（注）事業費に係る経費の内訳又は積算根拠を別紙として添付すること。 
 
（２）事業の実施方針 
 
 
 
 
 
（３）成果目標 
 
 
 
 
 
（４）事業の内容 

取組名 事業実施主体 事業内容及び事業量 備考 
１ 競争力強化に向けた福

島県オリジナル品種開発
導入事業 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

２ 旨み成分及び官能評価
活用の和牛総合指数評価
技術開発事業 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

３ 「ふくしまの宝」を活
用したブランド力強化に
向けた農産物の流通・加
工技術の開発事業 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
（５）年間スケジュール 

取組名 事業の実施時期 取組事項 事業の内容 備  考 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 



５－１ 第三者認証ＧＡＰ等取得促進事業 
 
（１）総括表 

項 目 
事業費 
(千円) 

負担区分(千円) 
国 庫 自己負担 その他 

 
１ ＧＡＰ認証取得等の取組支援 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
２ ＧＡＰ認証取得等支援の体制

整備 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
３ ＧＡＰの見える化システムの

構築 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
合 計 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（２）事業の実施方針 
 
 
 
 

 
（３）成果目標 

項  目 現 状 目 標 備 考 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（４）事業の内容 
 １ ＧＡＰ認証取得等の取組支援 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 ２ ＧＡＰ認証取得等支援の体制整備 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 ３ ＧＡＰの見える化システムの構築 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 
 

 
 

 
 

 



５－２ 環境にやさしい農業拡大事業 
 
（１）総括表 

取組名 事業内容 
事業費 

（千円） 
負担区分（千円） 

備 考 
国 庫 自己負担 その他 

１ 有機ＪＡＳ認証拡大推進 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）有機ＪＡＳ認証取得
支援 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

ア 新規取得 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

イ 継続 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

（２）有機ＪＡＳ小分認証
取得支援 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

ア 施設整備 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

イ 小分認証新規取得 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

２ 有機農産物等の供給体制
の整備 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

３ 有機農産物等の消費・流
通拡大の支援 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

４ 有機農業技術研究開発 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

５ 新たに開発された技術等
の実証・普及展示 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
合     計 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

（注）事業費に係る経費の内訳又は積算根拠を別紙として添付すること。 
 
（２）事業の実施方針 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）成果目標 
 
 
 
 
 
 



（４）事業の内容 
取組名 事業実施主体 事業内容及び事業量 備 考 

１ 有機ＪＡＳ認証拡大推進 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）有機ＪＡＳ認証取得
支援 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

ア 新規取得 
 

 
 

 
 

 
 

イ 継続 
 

 
 

 
 

 
 

（２）有機ＪＡＳ小分認証
取得支援 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

ア 施設整備 
 

 
 

 
 

 
 

イ 小分認証新規取得 
 

 
 

 
 

 
 

２ 有機農産物等の供給体制
の整備 

 
 

 
 

 
 

３ 有機農産物等の消費・流
通拡大の支援 

 
 

 
 

 
 

４ 有機農業技術研究開発 
 

 
 

 
 

 
 

５ 新たに開発された技術等
の実証・普及展示 

 
 

 
 

 
 

 
（５）年間スケジュール 

取組名 事業の実施時期 取組事項 事業の内容 備 考 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 



６－１ ふくしまの農林水産物等緊急時モニタリング事業 
 
（１）総括表 

取組項目 
事業量 

(点数、回数等) 
事業費 
(千円) 

負担区分(千円) 
備 考 

国 庫 自己負担 その他 
１  放射性物質

検査の実施 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

２ 研修・会議の
開催 

 

 
 

 
 

    

３  その他事業
の 目 的 を 達 成
す る た め に 必
要な取組 

 
 
 

     

 
（２）事業計画 
 １ 検査計画 
 
検査
の種
類 

 

検 査 予 定 点 数  
検査
方法 

 

 
備 
考 
 

野菜
類 

いも
類 

果実
類 

 

米 
 

麦類 
  

豆類 
雑穀
類 

肉類 
   

卵類 
   

原乳 
   

はち 
みつ 

きの
こ類 

 

山菜
類等 

 

水産
物 
 

その
他 
 

 
合計 

 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 （注１）検査方法は、ゲルマニウム半導体検出装置を用いて検査を実施する場合は「Ge」、
NaI シンチレーションスペクトロメータを用いて検査を実施する場合は「NaI」等を記
入する。複数の検査を実施する場合は、実施する全ての検査方法を記入する。 

（注２）出荷制限等品目の解除に向けた検査を実施する場合は、備考欄に具体的な品目や検
査地点等を記入する。 

 
 ２ 会議・研修等の計画 

会議・研修の目的・内容 参加者数 参集範囲 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
３ その他事業の目的を達成するために必要な取組 

取 組 内 容 
 
 
 
 

 
 
 
 

 



６－２ ふくしまの恵み安全・安心推進事業 
 
（１）総括表 

取組項目 
事業量 

(点数、回数等) 
事業費 

（千円） 
負担区分（千円） 

備 考 
国 庫 自己負担 その他 

１ 産地段階におけ
る協議会の設置・運
営 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

２ 産地段階におけ
る検査機器等の整
備・管理、検査の実
施 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

３ 産地段階におけ
る放射性物質管理
対策 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

４ 産地段階におけ
る水産物の検査機
器等の整備・管理、
自主検査 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

５ 県段階における
協議会の設置・運営 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

６ 県段階における
協議会による安全
管理システムの管
理・運営 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

７ 県段階における
協議会による安全
・安心周知等の取組 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

８ 県による協議会
等が行う産地活動
支援の取組 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

９ その他事業の目
的を達成するため
に必要な取組 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
合  計 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（２）成果目標 
 
 
 
 
 
（３）事業計画 
 １ 産地段階における協議会の設置・運営 

事業実施箇所数等 取組の概要 
 
 
 

 
 
 



 ２ 産地段階における検査機器等の整備・管理、検査の実施 

事業実施 
箇所数 

新規導入計画 
機器設置に伴う
施設改修計画 

既存機器の点検・整備
計画 

検査予定点数 

機器等 

の種類
 台数

 
改修内容

 
面積

 機器等 

の種類
 台数

 整備等

の内容
 米

 米以外の
農産物 

林産物
 
その他

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（注１）「機器等の種類」は、ベルトコンベア式検査機、園芸作物等検査用の NaI 分析機器、検査
結果公表のための情報管理機器等とする。 

（注２）「整備等の内容」は、点検、修繕、オーバーホール等とする。 
 

３ 産地段階における放射性物質管理対策 
事業実施箇所数等 取組の概要 

 
 
 

 
 
 

 
 ４ 産地段階における水産物の検査機器等の整備・管理、自主検査 

事業実施
箇所数等 

新規導入計画 既存機器の点検・整備計画 
検査予定件数 検査方法 機器等

の種類 
台数 

機器等
の種類 

台数 
整備等
の内容 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（注１）「機器等の種類」は、NaI 分析器等とする。 
（注２）「整備等の内容」は、点検、修繕等とする。 
（注３）「検査方法」については、ゲルマニウム半導体検出器、簡易分析装置(NaI シンチレーショ

ンスペクトロメータ等)等とする。 
 
 ５ 県段階における協議会の設置・運営 

取組の概要 
 
 
 
 
 ６ 県段階における協議会による安全管理システムの管理・運営 

取組の概要 
 
 
 
 
 ７ 県段階における協議会による安全・安心周知等の取組 

取組の概要 
 
 
 
 

８ 県による協議会等が行う産地活動支援の取組 
 （１）研修・講演会の実施 

研修等の目的・内容 実施回数 参集対象者 参加予定人数 
 
 

   

 
 

   

 
 

   



 （２）その他の取組 
取組の概要 

 
 
 
 



７－１ 販路拡大タイアップ事業 

（１）事業の実施方針 

 

 

 

 

（２）成果目標 

 

 

 

 

（３）事業の内容 

実施内容 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）専門家等派遣計画 

派遣時期 派遣回数 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）経費配分表 

経 費 区 分 金額（千円） 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合 計   

 



７－２ 農産物等戦略的販売促進事業 
 
（１）総括表 

事業細目 
事業費 

（千円） 
負担区分（千円） 

備 考 
国 庫 自己負担 その他 

１ 「ふくしま」ならではのブラ
ンドによる流通・販売の促進 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

２ オンライン等を活用した販売
の促進 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

３ マスメディアの活用による販
売の促進 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

４ 海外における販売の促進 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

５ 団体等への支援 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
合   計 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
（２）事業の目的 
 
 
 

 
（３）成果目標 
 
 
 

 
（４）事業内容 

１ 「ふくしま」ならではのブランドによる流通・販売の促進 
事 業 実施内容 備 考 

 
 

 
 

 
 

 
２ オンライン等を活用した販売の促進 

事 業 実施内容 備 考 
 
 

 
 

 
 

 
３ マスメディアの活用による販売の促進 

事 業 実施内容 備 考 
 
 

 
 

 
 

 
４ 海外における販売の促進 

事 業 実施内容 備 考 
 
 

 
 

 
 

 
５ 団体等への支援 

事 業 実施内容 備 考 
 
 

 
 

 
 

 



（別記様式第２号） 

番    号 

年 月 日 

 

 農林水産省○○○○ 殿 

  

福島県知事  

  

  福島県農林水産業復興創生事業の事業実施状況報告及び評価報告 

（令和 年度報告分） 

 

  

 福島県農林水産業復興創生事業実施要綱（○年○月○日付け○第○号農林水産事務次官依命

通知）第５の３並びに第６の１の規定により別添のとおり報告する。 

 

（注）関係書類として、事業実施状況報告書及び評価報告書を添付すること。 



 

 

福島県農林水産業復興創生事業実施状況報告書及び評価報告書 

（令和 年度報告分） 
第１ 事業費総括表 

事業名 
事業費 
（千円） 

負担区分(千円) 
備 考 

国 庫 自己負担 その他 
１ 福島県産米競争力強化支援

事業 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

２ 福島県産園芸競争力強化支
援事業 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）ふくしまのももブラ 
   ンド強化安定生産対策 
   事業 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（２）風評に打ち勝つ園芸 
   産地競争力強化事業 
    

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（３）県育成オリジナル品種
活用産地づくり総合支
援事業 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（４）地域特産活用産地づく
り支援事業 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（５）園芸グローバル産地育
成強化事業 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

３ 福島県産畜産物競争力強化
支援事業 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）福島県農産物競争力強
化事業 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（２）肥育経営基盤強化型素
牛導入事業 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（３）福島県生乳生産基盤緊
急強化対策事業 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

４ 福島県農林水産物ブランド
力向上促進技術開発事業 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

５ ＧＡＰと有機農業の拡大 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

（１）第三者認証ＧＡＰ等取
得促進事業 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（２）環境にやさしい農業拡
大事業 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

６ 農林水産物の検査の推進 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

（１）ふくしまの農林水産物
等緊急時モニタリング
事業 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（２）ふくしまの恵み安全 
 ・安心推進事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

７ 販路拡大と販売促進 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
      

 （１）販路拡大タイアップ      



 

 

 
 
 
 
 

  事業 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
       

（２）農産物等戦略的販売 
  促進事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
合   計 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
第２ 事業全体の成果目標の達成状況の評価 
目標                                                                      
 
 
 
成果（実績） 
 
 
 
評価結果 
 
 
 
 

 



第３ 各事業の事業実施状況及び評価 

１ 福島県産米競争力強化支援事業 
 
（１）総括表 

取組名 事業内容 
事業費 
(千円) 

負担区分(千円) 
備 考 

国 庫 自己負担 その他 
 
１ 県オリジナル米産
地力強化推進支援 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
２ 県オリジナル米生

産技術力向上支援 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
合  計 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（注）事業費に係る経費の内訳又は積算根拠を別紙として添付すること。 
 
（２）事業の内容 
 １ 県オリジナル米産地力強化推進支援 

事業実施主体 事業内容及び事業量 備 考 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 ２ 県オリジナル米生産技術力向上支援 

事業実施主体 実施地区 事業内容及び整備機器等 備 考 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
（３）年間スケジュール 

取組名 事業の実施時期 取組事項 事業の内容 備  考 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
（４）成果目標の達成状況の評価 
目標  
 
 
 
 
成果（実績） 
 
 
 
 
評価結果 
 
 
 
 
 



２－１ ふくしまのももブランド強化安定生産対策事業 
  
（１）総括表 
 

項 目 
事業費 
(千円) 

負担区分(千円) 
国 庫 自己負担 その他 

 
１ ふくしまのもも担い手ステップア

ップ事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（１）共同防除組織等の担い手確保・

育成 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（２）地域ぐるみの春型枝病斑の除去

実践 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（３）共同薬剤防除の高度化 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
２ ふくしまのもも産地再生支援対策

事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（１）防風設備等の導入 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（２）品種構成の改善 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

合 計 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 
（２）事業の内容 

ア ふくしまのもも担い手ステップアップ事業 
（ア）共同防除組織等の担い手確保・育成 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
（イ）地域ぐるみの春型枝病斑の除去実践 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 



（ウ）共同薬剤防除の高度化 
事業実施主体 実施地区 内 容 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
イ ふくしまのもも産地再生支援対策事業 
（ア）防風設備等の導入 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
（イ）品種構成の改善 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

  
（３）成果目標の達成状況の評価 

項  目 現 状 目 標 備 考 
 
 
 

 
 

 

 
 

 

 
 
 

成果（実績） 
 
 
 
評価結果 
 
 
 

 



２－２ 風評に打ち勝つ園芸産地競争力強化事業 
  
（１）総括表 

項 目 
事業費 
(千円) 

負担区分(千円) 
国 庫 自己負担 その他 

 
１ 競争力強化県推進事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
２ 生産対策強化支援事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（１）産地活動支援事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（２）生産体制強化支援事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
合 計 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（２）事業の内容 
 ア 競争力強化県推進事業 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 

 
 

 
 

 
 イ 生産対策強化支援事業 
 （ア）産地活動支援事業 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 

 
 

 
 

 
 （イ）生産体制強化支援事業 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 

 
 

 
 

 
（３）成果目標の達成状況の評価 

項  目 現 状 目 標 備 考 
 
 

 
 
 

 
 
 

成果（実績） 
 
 
 
評価結果 
 
 

 



２－３ 県育成オリジナル品種活用産地づくり総合支援事業 
  
（１）総括表 

項 目 
事業費 
(千円) 

負担区分（千円） 
備 考 

国 庫 自己負担 その他 
 
１ 種苗供給体制整備事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
２ 産地づくり支援事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（１）推進事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（２）品種導入支援事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
３ ブランド確立推進事業 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
合 計 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
（２）事業の内容 
 １ 種苗供給体制整備事業 

事業実施主体 実施時期 事業内容 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 ２ 産地づくり支援事業 
 （１）推進事業 

事業実施主体 実施時期 事業内容 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

   
（２）品種導入支援事業 

事業実施主体 実施地区 事業内容 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 ３ ブランド確立推進事業 

事業実施主体 実施時期 事業内容 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 



（３）成果目標の達成状況の評価 
項  目 現 状 目 標 備 考 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

成果（実績） 
 
 
 
評価結果 
 
 
 

 



２－４ 地域特産活用産地づくり支援事業 

 

（１）総括表 

項 目 
事業費 

(千円) 

負担区分（千円） 
備 考 

国 庫 自己負担 その他 

１ 生産振興事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）整備事業 

 

     

 

（２）種子確保事業 

 ア 採種促進支援 

 イ 種子供給体制整備 

     

 

 

（３）技術向上支援事業 

 

     

（４）生産技術確立支援 

 ア おたねにんじん 

 イ エゴマ 

     

２ 需要拡大・地域連携事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）産地競争力強化事業 

 

     

（２）食用需要喚起事業 

 

     

 

合 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業の内容 

 １ 生産振興事業 

 （１）整備事業 

事業実施主体 実施地区 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



（２）種子確保事業 

ア 採種促進支援 

事業実施主体 実施地区 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 種子供給体制整備 

事業実施主体 実施地区 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）技術向上支援事業 

事業実施主体 実施時期 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）生産技術確立支援 

ア おたねにんじん 

事業実施主体 実施時期 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ エゴマ 

事業実施主体 実施時期 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 需要拡大・地域連携事業 

 （１）産地競争力強化事業 

事業実施主体 実施時期 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）食用需要喚起事業 

事業実施主体 実施時期 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（３）成果目標の達成状況の評価 

項 目 現 状 目 標 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果（実績） 

 

 

 

評価結果 

 

 

 

 

 



２－５ 園芸グローバル産地育成強化事業  

 
（１）総括表 

項 目 
事業費 
(千円) 

負担区分(千円) 
国 庫 自己負担 その他 

 
１ グローバル化実践支援事業 
 

        
 
 

       
 
 

       
 
 

       
 
 

 
（１）新たな防除技術の実証 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（２）輸送技術や鮮度保持技術の実証 
 

        
 
 

       
 
 

       
 
 

       
 
 

 
２ ふくしまブランド産地整備事業 
 

        
 
 

       
 
 

       
 
 

       
 
 

 
合 計 

 

        
 

        

       
 

       

       
 

       

       
 

       

 
（２）事業の内容 

ア グローバル化実践支援事業 
（ア）新たな防除技術の実証 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（イ）輸送技術や鮮度保持技術の実証 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
イ ふくしまブランド産地整備事業 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（３）成果目標の達成状況の評価 

項 目 現 状 目 標 備 考 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

成果（実績） 
 
 
 
評価結果 
 
 
 

 



３－１ 福島県農産物競争力強化事業 
 
（１）総括表 

取組名 
事業費 

（千円） 
負担区分（千円） 

備考 
国 庫 自己負担 その他 

１ ゲノム解析活用による
種雄牛造成体制の確立 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

２ 県産和牛流通販売対策
の強化 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
合 計 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（２）事業の目的 
 
 
 
 
（３）事業の内容 

事業区分 取組内容 
経 費 

（千円） 
備 考 

１  ゲノム解析活用による 
種雄牛造成体制の確立 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

２  県産和牛流通販売対策 
の強化 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
合 計 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 （注１）他の機関に委託して実施した業務がある場合には、備考欄に「業務の一部を委託」と
記載すること。  

 （注２) 事業区分ごとに実施体制図を作成し添付すること。 
 
（４）事業の委託 

事業区分 
委託した業
務の内容 

委託理由 委託先 
委託先の選

定方法 
委託額 

（千円） 
１  ゲ ノ ム 解 析 活 用 に 

よ る 種 雄 牛 造 成 体 
制の確立 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
小計 

２  県 産 和 牛 流 通 販 売 
対策の強化 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

     小計 
 
合計 
 

（注１）同じ事業区分において複数の業務を委託した場合には、個別に委託した業務の内容、
委託理由、委託先、委託先の選定方法及び委託額を記載すること。 

（注２）委託理由は、当該業務を他機関に委託して実施する必要性を具体的に記載すること。 
（注３）委託先の選定方法は、一般競争入札、企画競争入札、有識者による審査等具体的に記

載すること。 



（５）成果目標の達成状況の評価 
事業区分 目標値等 

 
 
 

 
 
 

成果（実績） 
 
 
 
評価結果 
 
 
 
（注）事業区分ごとに作成すること。 



３－２ 肥育経営基盤強化型素牛導入事業 
 
（１）総括表  

事業区分  
事業費  

（千円）  

負担区分（千円）  
備 考  

国 庫  自己負担  その他  

 

肥育経営基盤強化型

素牛導入事業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（２）事業の目的  
 
 
 

 
（３）事業の概要  

取組内容  事業実施主体  
経 費  

（千円）  
備 考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（４）成果目標の達成状況の評価  
目標値等  
 
 
 

成果（実績）  
 
 
 

評価結果  
 
 
 

 



３－３ 福島県生乳生産基盤緊急強化対策事業 
 
（１）総括表 

事業区分 
事業費 

（千円） 
負担区分（千円） 

備考 
国 庫 自己負担 その他 

１ 福島県生乳生産基盤の強化 
 
 

 
 
 

   
 
 

（１）福島県生乳生産基盤強化計画
の策定 

 

   

（２）乳用牛増頭奨励金 
 
 

    
 
 

（３）乳用牛改良基盤の再構築支援 
ア 性選別受精卵の導入 
イ 性選別精液（受精卵生産用）

の導入 
ウ 遺伝的能力の評価 

 
  

 
 

 
 
 
 

 

２ 事業推進 
 
 

 
 

   
 
 

（１）乳用牛増頭奨励金に係る推進
事務費 

 

   

（２）乳用牛改良基盤の再構築支援
に係る推進事務費 

 

  
 

  

 
合 計 

 

 
 
 

    

 
（２）事業の目的 
 
 
 
 
 
（３）事業の概要 

取組内容 事業実施主体 経費（千円） 備 考 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
（４）成果目標の達成状況の評価 
目標値等 
 
 
 
成果（実績） 
 
 
 
評価結果 
 
 
 

 



４ 福島県農林水産物ブランド力向上促進技術開発事業 
 
（１）総括表 

取組名 事業内容 
事業費 

（千円） 
負担区分（千円） 

備 考 
国 庫 自己負担 その他 

１ 競争力強化に向けた福島県
オリジナル品種開発導入事
業 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

２ 旨み成分及び官能評価活用
の和牛総合指数評価技術開
発事業 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

３ 「ふくしまの宝」を活用し
たブランド力強化に向けた
農産物の流通・加工技術の
開発事業 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
合     計 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（注）事業費に係る経費の内訳又は積算根拠を別紙として添付すること。 
 
（２）事業の内容 

取組名 事業実施主体 事業内容及び事業量 備 考 
１ 競争力強化に向けた福島県

オリジナル品種開発導入事
業 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

２ 旨み成分及び官能評価活用
の和牛総合指数評価技術開
発事業 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

３ 「ふくしまの宝」を活用し
たブランド力強化に向けた
農産物の流通・加工技術の
開発事業 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
（３）年間スケジュール 

取組名 事業の実施時期 取組事項 事業の内容 備  考 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（４）成果目標の達成状況の評価 
目標  
 
 
 
成果（実績） 
 
 
 
評価結果 
 
 
 
 



５－１ 第三者認証ＧＡＰ等取得促進事業 
 
（１）総括表 

項 目 
事業費 
(千円) 

負担区分(千円) 
国 庫 自己負担 その他 

 
１ ＧＡＰ認証取得等の取組支援 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
２ ＧＡＰ認証取得等支援の体制

整備 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
３ ＧＡＰの見える化システムの

構築 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
合 計 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（２）事業の内容 
 １ ＧＡＰ認証取得等の取組支援 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 ２ ＧＡＰ認証取得等支援の体制整備 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 ３ ＧＡＰの見える化システムの構築 

事業実施主体 実施地区 内 容 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
（３）成果目標の達成状況の評価 

項  目 現 状 目 標 備 考 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

成果（実績） 
 
 
 
 
評価結果 
 
 
 
 

 



５－２ 環境にやさしい農業拡大事業 

 
（１）総括表 

取組名 事業内容 
事業費 

（千円） 
負担区分（千円） 

備 考 
国 庫 自己負担 その他 

１ 有機ＪＡＳ認証拡大推進 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）有機ＪＡＳ認証取得
支援 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

ア 新規取得 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

イ 継続 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（２）有機ＪＡＳ小分認証
取得支援 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

ア 施設整備 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

イ 小分認証新規取得 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

２ 有機農産物等の供給体制
の整備 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

３ 有機農産物等の消費・流
通拡大の支援 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

４ 有機農業技術研究開発 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

５ 新たに開発された技術等
の実証・普及展示 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

合     計 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（注）事業費に係る経費の内訳又は積算根拠を別紙として添付すること。 
 
 
（２）事業の内容 

取組名 事業実施主体 事業内容及び事業量 備 考 
１ 有機ＪＡＳ認証拡大推進 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）有機ＪＡＳ認証取得
支援 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

ア 新規取得 
 

 
 

 
 

 
 

イ 継続 
 

 
 

 
 

 
 

（２）有機ＪＡＳ小分認証
取得支援 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

ア 施設整備 
 

 
 

 
 

 
 

イ 小分認証新規取得 
 

 
 

 
 

 
 

２ 有機農産物等の供給体制
の整備 

 
 

 
 

 
 

３ 有機農産物等の消費・流
通拡大の支援 

 
 

 
 

 
 

４ 有機農業技術研究開発 
 

 
 

 
 

 
 

５ 新たに開発された技術等
の実証・普及展示 

 
 

 
 

 
 

 
 



（３）年間スケジュール 
取組名 事業の実施時期 取組事項 事業の内容 備 考 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
（４）成果目標の達成状況の評価 
目標  
 
 
 
成果（実績） 
 
 
 
評価結果 
 
 
 
 



６－１ ふくしまの農林水産物等緊急時モニタリング事業 
 
（１）総括表 

取組項目 
事業量 

(点数、回数等) 
事業費 

（千円） 
負担区分（千円） 

備 考 
国 庫 自己負担 その他 

１ 放射性物質検査の
実施 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

２ 研修・会議の開催 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

３ その他事業の目的
を達成するために必
要な取組 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（２）事業実績 
 １ 検査実績 
検査 
の 

種類 

検 査 点 数（上段（ ）書き：計画点数、下段：実績点数） 
検査 
方法 

備考 野菜類 
いも類 

果実類 米 麦類 
豆類 

雑穀類 
肉類 卵類 原乳 

はち 
みつ 

きの
こ類 

山菜
類等 

水産
物 

その 
他 

合計 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（注１）検査点数は、計画と実績を比較できるよう二段書きとし、計画を上段（ ）書とする。
品目毎に、計画に対して実績が３０％を超えて増加、もしくは減少した場合は備考欄にそ
の理由を記入する。 

（注２）検査方法は、ゲルマニウム半導体検出装置を用いて検査を実施した場合は「Ge」、NaI
シンチレーションスペクトロメータを用いて検査を実施した場合は「NaI」等を記入する。
複数の検査を実施した場合は、実施した全ての検査方法を記入する。 

（注３）出荷制限等品目の解除に向けた検査を実施した場合は、備考欄に具体的な品目や検査地
点等を記入する。 

 
 ２ 会議・研修等の実績 

会議・研修の目的・内容 参加者数 参集範囲 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
３ その他事業の目的を達成するために実施した取組 

取 組 内 容 
 
 

 
 

 



６－２ ふくしまの恵み安全・安心推進事業 
 
（１）総括表 

取組項目 
事業量 

(点数、回数等) 
事業費 

（千円） 
負担区分（千円） 

備 考 
国 庫 自己負担 その他 

１ 産地段階におけ
る協議会の設置・運
営 

 
 
 

     

２ 産地段階におけ
る検査機器等の整
備・管理、検査の実
施 

 
 
 

     

３ 産地段階におけ
る放射性物質管理
対策 

 
 
 

     

４ 産地段階におけ
る水産物の検査機
器等の整備・管理、
自主検査 

 
 
 

     

５ 県段階における
協議会の設置・運営 

 

 
 
 

     

６ 県段階における
協議会による安全
管理システムの管
理・運営 

 
 
 

     

７ 県段階における
協議会による安全
・安心周知等の取組 

 
 
 

     

８ 県による協議会
等が行う産地活動
支援の取組 

 
 
 

     

９ その他事業の目
的を達成するため
に必要な取組 

 
 
 

     

 
合 計 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（２）事業実績 
 １ 産地段階における協議会の設置・運営 

事業実施箇所数等 取組の概要 
 
 

 
 

 
 ２ 産地段階における検査機器等の整備・管理、検査の実施 

事業実施
箇所数 

新規導入実績 
機器設置に伴う
施設改修実績 

既存機器の点検・整備 
実績 

検査点数 

機器等
の種類 

台数 改修内容 面積 機器等
の種類 

台数 整備等
の内容 

米 米 以 外
の 農 産
物 

林産物 その他 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（注１）「機器等の種類」は、ベルトコンベア式検査機、園芸作物等検査用の NaI 分析機器、検査結
果公表のための情報管理機器等とする。 

（注２）「整備等の内容」は、点検、修繕、オーバーホール等とする。 
 

３ 産地段階における放射性物質管理対策 
事業実施箇所数等 取組の概要 

 
 

 
 



 
 ４ 産地段階における水産物の検査機器等の整備・管理、自主検査 

事業実施
箇所数等 

新規導入実績 既存機器の点検・整備実績 
検査件数 検査方法 機器等

の種類 
台数 

機器等
の種類 

台数 整備等の内容 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（注１）「機器等の種類」は、NaI 分析器等とする。 
（注２）「整備等の内容」は、点検、修繕等とする。 
（注３）「検査方法」については、ゲルマニウム半導体検出器、簡易分析装置(NaI シンチレーション

スペクトロメータ等)等とする。 
 
 ５ 県段階における協議会の設置・運営 

取組の概要 
 
 
 
 ６ 県段階における協議会による安全管理システムの管理・運営 

取組の概要 
 
 
 
 ７ 県段階における協議会による安全・安心周知等の取組 

取組の概要 
 
 
 

８ 県による協議会等が行う産地活動支援の取組 
  ア 研修・講演会の実施 

研修等の目的・内容 実施回数 参集対象者 参加予定人数 
 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
  イ その他の取組 

取組の概要 
 
 
 
（３）成果目標の達成状況の評価 
目標  
 
 
成果（実績） 
 
 
評価結果 
 
 
 



７－１ 販路拡大タイアップ事業 

（１）事業の内容 

実施内容 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）専門家等派遣計画 

派遣時期 派遣回数 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）経費配分表 

経費区分 金額（千円） 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合 計   
 

（４）成果目標の達成状況の評価 

目標 

 

 

 

 

成果（実績） 

 

 

 

 

評価結果 

 

 

 

 

 



７－２ 農産物等戦略的販売促進事業 
 
（１）総括表 

事業細目 
事業費 

（千円） 
負担区分（千円） 

備 考 
国 庫 自己負担 その他 

１ 「ふくしま」ならでは
のブランドによる流通
・販売の促進 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

２ オンライン等を活用し
た販売の促進 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

３ マスメディアの活用に
よる販売の促進 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

４ 海外における販売の促
進 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

５ 団体等への支援 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

合   計 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
（２）事業内容 

１ 「ふくしま」ならではのブランドによる流通・販売の促進 
事 業 実施内容 備 考 

 
 

 
 

 
 

 
２ オンライン等を活用した販売の促進 

事 業 実施内容 備 考 
 
 

 
 

 
 

 
３ マスメディアの活用による販売の促進 

事 業 実施内容 備 考 
 
 

 
 

 
 

 
４ 海外における販売の促進 

事 業 実施内容 備 考 
 
 

 
 

 
 

 
５ 団体等への支援 

事 業 実施内容 備 考 
 
 

  
 

 
（３）成果目標の達成状況の評価 
目標 
 
 
 
成果（実績） 
 
 
 
評価結果 
 
 
 
 



別記様式第３号 
 

 

 
（福島県知事） 

（○○局長） 

 
○○○○ 殿 

番   号 

年 月 日 

 

 

事業実施主体

氏 名 

 

 

福島県農林水産業復興創生事業交付金交付決定前着手届 

 
このことについて、下記のとおり条件を了承の上、交付決定前に着手したいので届け出

ます。 

 

記 

 
１ 交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変の事由によって実施した事業に損失を生

じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担します。 

２ 交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合において

も、異議はありません。 

３ 当該事業については、着手から交付決定を受けるまでの期間内においては、計画変更

は行いません。 

 

別添 

取組内容 
事業費 

（千円） 

着手予定 

年月日 

完了予定 

年月日 
理 由 
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